
 

 

令 和 ４ 年 度 

 

 

伊万里市歳入歳出決算及び 
 

基 金 運 用 状 況 審 査 意 見 書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊 万 里 市 監 査 委 員 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

凡   例 

 

１ 数字の単位未満は、四捨五入することを原則としているので、内訳の 

計と総数が一致しない場合がある。 

２ 文中で用いる「ポイント」とは、前年度の％との比較を示したもので 

ある。 

３ 各表中の符号等の用法は、次のとおりである。 

「 0.0」… ０または該当数値はあるが、単位未満のもの 

  「 － 」… 該当数値のないもの 

  「 △ 」… マイナス 
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令和４年度伊万里市歳入歳出決算審査意見について 
 

地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定に基づき、

審査に付された令和４年度伊万里市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並

びに基金の運用状況を示す書類の審査を行ったので、その結果について別

紙のとおり意見を提出します。 
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第第２２ 総総 括括   
  

１ 令和４年度の決算総額は、次のとおりである。  

   （単位：円）

会 計 別

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

歳 入 実 質 収 支 額
翌年度へ繰越
す べ き 財 源

差 引 額歳 出

 
一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 歳 入 合 計 額 は 円 、 歳 出 合 計 額 は

円で、歳入歳出差引額（形式収支額）は 円の黒字

である。

また、翌年度へ繰り越すべき財源 円を差し引いた実質収支額は

円の黒字である。

決算額を前年度と比較すると、歳入は 円（ ％）増加し、歳出は

円（ ％）減少している。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

令令 和和 ４４ 年年 度度 伊伊 万万 里里 市市 歳歳 入入 歳歳 出出 決決 算算  
審審 査査 意意 見見 書書  

 
第第１１ 審審査査のの概概要要  
 
１ 審査の対象 
 
伊万里市一般会計歳入歳出決算 
同 国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
同 介護保険特別会計歳入歳出決算 
同 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 
２ 審査の期間 
 

令和５年７月１２日から令和５年８月１５日まで 
  
３ 審査の方法 

地方自治法第２３３条第２項の規定により、市長から審査に付された決算審査にあたって

は、歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書が、 
ア 地方自治法及び関係法令に準拠して作成されているか 
イ 計数は正確で適正に表示されているか 
ウ 予算の目的に沿った執行がなされているか 

を主眼とし、実施にあたっては、審査に必要な関係諸帳簿及び証ひょう書類と照合し、関係

職員から説明を聴取するなど詳細に審査した。 
 
４ 審査の結果 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関

する調書、財産に関する調書は関係法令に準拠して作成されており、その計数は、関係諸帳

簿及び証ひょう書類と照合した結果、正確であり適正に表示されているものと認めた。

また、予算の執行及び関連する事務の処理は、適正に行われているものと認めた。
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第第２２ 総総 括括   
  

１ 令和４年度の決算総額は、次のとおりである。  

   （単位：円）

会 計 別

一 般 会 計

特 別 会 計

合 計

歳 入 実 質 収 支 額
翌年度へ繰越
す べ き 財 源

差 引 額歳 出

 
一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 歳 入 合 計 額 は 円 、 歳 出 合 計 額 は

円で、歳入歳出差引額（形式収支額）は 円の黒字

である。

また、翌年度へ繰り越すべき財源 円を差し引いた実質収支額は

円の黒字である。

決算額を前年度と比較すると、歳入は 円（ ％）増加し、歳出は

円（ ％）減少している。
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２ 会計別の決算額及び総括表  

予 算 現 額 収 入 済 額 支 出 済 額 収 支 差 引 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (B)-(C)＝(D)

翌 年 度
繰 越 額

翌年度へ繰越す
べ き 財 源

実 質 収 支 額

（Ｅ） （Ｆ） （Ｄ）－（Ｆ）

区 分 決 算 額

（単位：円）

一 般 会 計

介 護 保 険

計

会 計 別

不 用 額

会 計 別

合 計

区 分 決 算 額

計

合 計

後 期 高 齢 者 医 療

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険
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３ 各会計の歳入、歳出決算額の前年度との比較は、次のとおりである。  
 

　

　

　

△ 329,981,594

　 △ 11,774,342

　

　

△ 264,965,096合 計

後 期 高 齢 者 医 療

後 期 高 齢 者 医 療

　　　　　　　　区　　分

　会　計　別

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

計

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

計

（　歳　出　）

（　歳　入　） （単位：円、％）

　　　　　　　区　　分

　会　計　別
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

 
決算総額を前年度と比較すると、一般会計では歳入は増加し、歳出は減少してい

る。また、特別会計では歳入歳出ともに増加している。  
 

〔歳 入〕 一般会計 円（ ％増加）

特別会計 円（ ％増加）

〔歳 出〕 一般会計 円（ ％減少）

特別会計 円（ ％増加）  
 
 
 
 

 

２ 会計別の決算額及び総括表  

予 算 現 額 収 入 済 額 支 出 済 額 収 支 差 引 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (B)-(C)＝(D)

翌 年 度
繰 越 額

翌年度へ繰越す
べ き 財 源

実 質 収 支 額

（Ｅ） （Ｆ） （Ｄ）－（Ｆ）

区 分 決 算 額

（単位：円）

一 般 会 計

介 護 保 険

計

会 計 別

不 用 額

会 計 別

合 計

区 分 決 算 額

計

合 計

後 期 高 齢 者 医 療

一 般 会 計

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険
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第第３３ 一一 般般 会会 計計  
 

１ 決算額の状況  
 

　

－

（単位：円、％）

（単位：円、％）

収入率
不納欠損額 収 入 未 済 額

執行率
不 用 額

－

（Ｂ）

△ 58.4

△ 66.9

△ 1,351,535,500△ 329,981,594

△ 1.0増 減 率 △ 3.7

予 算 現 額 支 出 済 額

３年度

増 減 額 △ 1,369,660,904

４年度

調 定 額

（Ａ）

　

年度別
翌 年 度 繰 越 額

（Ａ）

区分

（Ｂ） （Ｃ）

収 入 済 額

△ 3.7

予 算 現 額

△ 19,289,202△ 1,369,660,904

増 減 率 △ 2.8

歳 出

△ 1,162,910,461△ 1,012,938,114

△ 34.2

歳 入

３年度

４年度

　

増 減 額

年度別

区分

 
歳入の予算現額は、前年度と比較して 円（ ％）、調定額は

円（ ％）減少し、収入済額は 円（ ％）増加して

いる。

  不納欠損額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し、収入未済額

も 円（ ％）減少している。

歳出の予算現額は、前年度と比較して 円（ ％）、支出済額は

円（ ％）減少している。

翌年度繰越額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し、不用額

は 円（ ％）増加している。
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第第３３ 一一 般般 会会 計計  
 

１ 決算額の状況  
 

　

－

（単位：円、％）

（単位：円、％）

収入率
不納欠損額 収 入 未 済 額

執行率
不 用 額

－

（Ｂ）

△ 58.4

△ 66.9

△ 1,351,535,500△ 329,981,594

△ 1.0増 減 率 △ 3.7

予 算 現 額 支 出 済 額

３年度

増 減 額 △ 1,369,660,904

４年度

調 定 額

（Ａ）

　

年度別
翌 年 度 繰 越 額

（Ａ）

区分

（Ｂ） （Ｃ）

収 入 済 額

△ 3.7

予 算 現 額

△ 19,289,202△ 1,369,660,904

増 減 率 △ 2.8

歳 出

△ 1,162,910,461△ 1,012,938,114

△ 34.2

歳 入

３年度

４年度

　

増 減 額

年度別

区分

 
歳入の予算現額は、前年度と比較して 円（ ％）、調定額は

円（ ％）減少し、収入済額は 円（ ％）増加して

いる。

  不納欠損額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し、収入未済額

も 円（ ％）減少している。

歳出の予算現額は、前年度と比較して 円（ ％）、支出済額は

円（ ％）減少している。

翌年度繰越額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し、不用額

は 円（ ％）増加している。

 
 
 
 
 
 

 

２ 財政構造（令和４年度決算による財政諸比率）について  
 

財政諸比率等の推移  

年度

諸比率名
令和４年度 令和３年度 令和２年度

※　普通会計による

経 常 収 支 比 率

財 政 力 指 数

公 債 費 比 率

実 質 公 債 費 比 率
（ 過 去 年 平 均 ）

(単位：％)

 
（１）経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する比率として使われている指

標である。この比率が低いほど新たな行政需要に弾力性があり、この比率が

％を超えないことが望ましいとされている。

当年度比率は ％で、前年度（ ％）と比較して ﾎﾟｲﾝﾄ上昇してい

る。

（２）財政力指数は、「１」に近くあるいは「１」を超えるほど財政力が強いとさ

れ、当該年度の基準財政収入額が基準財政需要額を超える場合は普通交付税の

不交付団体となる。

当年度指数は で、前年度（ ）と比較して 低下している。

（３）公債費比率は、地方債の借入れに伴い後年度の財政負担が生じることにな

るが、その限度を計数的に見ようとするものであり、通常財政構造の健全性を

おびやかさないためにはこの比率が ％を超えないことが望ましいとされて

いる。

当年度比率は ％で、前年度（ ％）と同じである。

（４）実質公債費比率は、標準財政規模に対する公債費の割合いを示す指標であ

る。この比率の過去３年間の平均値が ％以上の場合は、起債に総務省の許

可を要することになり、早期健全化基準は ％以上、財政再生基準は ％以

上とされている。

当年度における実質公債費比率の過去３年間の平均値は ％で、前年度

（ ％）と比較して ﾎﾟｲﾝﾄ低下しており、適正な比率の上限とされる ％

を下回っている。
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３ 歳入について  
 

（１）財源別収入状況  

区　分

財源別 決 算 額 決 算 額

△ 6,250,097

△ 6,606,317

△ 103,361,631

△ 2,193,000

△ 4,574,000

△ 7,800,000

△ 76,281,000

△ 267,929,000

△ 1,541,000

△ 940,037,943

△ 1,018,005,000

△ 1,159,163,152

分 担 金 及 び 負 担 金

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

構成比構成比
増 減 額 前年度対比 

財 産 収 入

繰 越 金

諸 収 入

地 方 譲 与 税

寄 附 金

計

繰 入 金

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

市 税

環 境 性 能 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得 割交 付金

地 方 特 例 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

合 計

計

交通安全対策特 別交 付金

国 庫 支 出 金

依

存

財

源

自

主

財

源

市 債

地 方 交 付 税

収入状況を財源別にみると、自主財源（自らの権能に基づき収入されるもの）

は 円で構成比 ％、依存財源（国・県の意思決定に基づき収入

されるもの）は 円で構成比 ％である。

前年度と比較すれば、自主財源は 円（ ％）増加し、依存財源は

円（ ％）減少している。

自 主 財 源 で 増 加 し た も の は 、 市 税 が 円 （ ％ ）、 繰 越 金 が

円（ ％）、寄附金が 円（ ％）等である。減少し

たものは、繰入金が 円（ ％）、財産収入が 円（ ％）、

分担金及び負担金が 円（ ％）である。

依存財源で増加したものは、県支出金が 円（ ％）、地方消費
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税交付金が 円（ ％）、法人事業税交付金が 円（ ％）

等である。減少したものは、市債が 円（ ％）、国庫支出金が

円（ ％）、地方交付税が 円（ ％）、地方特例交付

金が 円（ ％）等である。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３ 歳入について  
 

（１）財源別収入状況  

区　分

財源別 決 算 額 決 算 額

△ 6,250,097

△ 6,606,317
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△ 2,193,000

△ 4,574,000

△ 7,800,000

△ 76,281,000

△ 267,929,000

△ 1,541,000

△ 940,037,943

△ 1,018,005,000

△ 1,159,163,152

分 担 金 及 び 負 担 金

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

構成比構成比
増 減 額 前年度対比 

財 産 収 入

繰 越 金

諸 収 入

地 方 譲 与 税

寄 附 金

計

繰 入 金

使 用 料 及 び 手 数 料

県 支 出 金

市 税

環 境 性 能 割 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得 割交 付金

地 方 特 例 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

合 計

計

交通安全対策特 別交 付金

国 庫 支 出 金

依

存

財

源

自

主

財

源

市 債

地 方 交 付 税

収入状況を財源別にみると、自主財源（自らの権能に基づき収入されるもの）

は 円で構成比 ％、依存財源（国・県の意思決定に基づき収入

されるもの）は 円で構成比 ％である。

前年度と比較すれば、自主財源は 円（ ％）増加し、依存財源は

円（ ％）減少している。

自 主 財 源 で 増 加 し た も の は 、 市 税 が 円 （ ％ ）、 繰 越 金 が

円（ ％）、寄附金が 円（ ％）等である。減少し

たものは、繰入金が 円（ ％）、財産収入が 円（ ％）、

分担金及び負担金が 円（ ％）である。

依存財源で増加したものは、県支出金が 円（ ％）、地方消費
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第１款 市 税  
 

（１）概 況  
市税の収入済額は 円で、歳入総額 円に対し

％を占めている。  

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 3,614,730増 減 額

４年度

３年度

調 定 額 収 入 済 額
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率
予 算 現 額

（単位：円、％）

 
予算現額、調定額及び収入済額は前年度と比較して増加している。

収入率は ％で、前年度と比較して ﾎﾟｲﾝﾄ上昇している。

不納欠損額は、前年度と比較して 円減少し、収入未済額（滞納額）

は、前年度と比較して 円増加している。

 
（２）税目別の収入状況  

区　　　分 年度

入 湯 税

固 定 資 産 税

市 た ば こ 税

特別土地保有税

合 計

市 民 税

軽 自 動 車 税

収入未済額

(単位：円、％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入率不納欠損額

 
調定額で前年度と比較して増加したものは、市民税が 円（ ％）、

固定資産税が 円（ ％）、軽自動車税が 円（ ％）、市

たばこ税が 円（ ％）、入湯税が 円（ ％）である。

収入済額で前年度と比較して増加したものは、市民税 円（ ％）、

固定資産税が 円（ ％）、軽自動車税が 円（ ％）、市
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たばこ税が 円（ ％）、入湯税 円（ ％）である。

市税の収入率は ％で、前年度と比較して ﾎﾟｲﾝﾄ上昇している。これを

現年度分、滞納分に区分すると、現年度分は ％（前年度 ％）、滞納分は

％（前年度 ％）で、現年度分は前年度と同じで、滞納分は ﾎﾟｲﾝﾄ低

下している。

収入未済額は、前年度と比較して 円増加し、総額で

円であり、市税調定額に対する割合は ％（前年度 ％）である。

不納欠損処分の状況については、執行停止期間満了により消滅したものが

件 円、執行停止したのち即時消滅したものが 件 円、時

効完成により消滅したものが 件 円であり、不納欠損額は 件

円で、前年度と比較すると件数は 件減少し、金額も

円減少している。

執行停止の当年度の実施状況については、要件別に無財産が 件

円、生活困窮が 件 円、住所不明が 件 円の計 件

円を実施し、消滅となったものが 件 円で、当年度末

現在 件 円の執行停止が行われており、前年度と比較すると

件 円減少している。

滞納処分の状況については、令和４年４月１日現在 件 円であ

ったが、 件 円を執行し、 件 円を換価、

件 円を解除したことにより、当年度末現在は 件 円で、

件 円減少している。

本来、納税者は自主納税の義務を負うものであるが、収入効率を考慮した口座

振替の加入促進やキャッシュレス決済の導入とともに、納税指導の徹底、納税意

識の啓発、滞納処分を強化するなど、収納未済額の縮減に努力されている。今後

とも税負担の公平性を確保するために収納率の向上を図られるよう要望する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

第１款 市 税  
 

（１）概 況  
市税の収入済額は 円で、歳入総額 円に対し

％を占めている。  

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 3,614,730増 減 額

４年度

３年度

調 定 額 収 入 済 額
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率
予 算 現 額

（単位：円、％）

 
予算現額、調定額及び収入済額は前年度と比較して増加している。

収入率は ％で、前年度と比較して ﾎﾟｲﾝﾄ上昇している。

不納欠損額は、前年度と比較して 円減少し、収入未済額（滞納額）

は、前年度と比較して 円増加している。

 
（２）税目別の収入状況  

区　　　分 年度

入 湯 税

固 定 資 産 税

市 た ば こ 税

特別土地保有税

合 計

市 民 税

軽 自 動 車 税

収入未済額

(単位：円、％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入率不納欠損額

 
調定額で前年度と比較して増加したものは、市民税が 円（ ％）、

固定資産税が 円（ ％）、軽自動車税が 円（ ％）、市

たばこ税が 円（ ％）、入湯税が 円（ ％）である。

収入済額で前年度と比較して増加したものは、市民税 円（ ％）、

固定資産税が 円（ ％）、軽自動車税が 円（ ％）、市
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第４款  配当割交付金

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 4,574,000 △ 4,574,000

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

予算現額は前年度と比較して増加し、調定額及び収入済額は減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

第５款 株式等譲渡所得割交付金

　 区分

年度別

△ 7,800,000 △ 7,800,000

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

予算現額は前年度と比較して増加し、調定額及び収入済額は減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

第６款 法人事業税交付金

　 区分

年度別

増 減 額

４年度

（単位：円、％）

３年度

収 入 未 済 額
収入率

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

収 入 済 額

（Ｂ）
不 納 欠 損 額

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、 円（ ％）増加している。

第７款 地方消費税交付金

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 175,117,000

（単位：円、％）

予算現額
調定額 収入済額

不納欠損額 収入未済額
収入率

増 減 額

４年度

３年度

 

第２款 地方譲与税

　 区分 収入率

年度別 （Ａ） （Ｂ）
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

地方譲与税の項目別収入状況

区 分

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

特 別 と ん 譲 与 税 △ 5,944

森 林 環 境 譲 与 税 △ 1,000

合 計

（単位：円、％）

予 算 現 額 と
収入済額の比較

予 算 現 額 に
対する収入率

調 定 額 に
対する収入率

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収入済額で前年度と比較して増加したものは、森林環境譲与税が 円

（ ％）である。減少したものは、地方揮発油譲与税が 円（ ％）、

自動車重量譲与税が 円（ ％）、特別とん譲与税が 円（ ％）

である。

第３款  利子割交付金

　 区分

年度別

△ 1,838,000 △ 2,193,000 △ 2,193,000増 減 額

４年度

３年度

予算現額
調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ）
不納欠損額 収入未済額

収入率

（単位：円、％）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。



－ 13－－ 12－

 

第４款  配当割交付金

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 4,574,000 △ 4,574,000

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

予算現額は前年度と比較して増加し、調定額及び収入済額は減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

第５款 株式等譲渡所得割交付金

　 区分

年度別

△ 7,800,000 △ 7,800,000

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

予算現額は前年度と比較して増加し、調定額及び収入済額は減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

第６款 法人事業税交付金

　 区分

年度別

増 減 額

４年度

（単位：円、％）

３年度

収 入 未 済 額
収入率

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

収 入 済 額

（Ｂ）
不 納 欠 損 額

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、 円（ ％）増加している。

第７款 地方消費税交付金

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 175,117,000

（単位：円、％）

予算現額
調定額 収入済額

不納欠損額 収入未済額
収入率

増 減 額

４年度

３年度

 

第２款 地方譲与税

　 区分 収入率

年度別 （Ａ） （Ｂ）
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

地方譲与税の項目別収入状況

区 分

地 方 揮 発 油 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

特 別 と ん 譲 与 税 △ 5,944

森 林 環 境 譲 与 税 △ 1,000

合 計

（単位：円、％）

予 算 現 額 と
収入済額の比較

予 算 現 額 に
対する収入率

調 定 額 に
対する収入率

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収入済額で前年度と比較して増加したものは、森林環境譲与税が 円

（ ％）である。減少したものは、地方揮発油譲与税が 円（ ％）、

自動車重量譲与税が 円（ ％）、特別とん譲与税が 円（ ％）

である。

第３款  利子割交付金

　 区分

年度別

△ 1,838,000 △ 2,193,000 △ 2,193,000増 減 額

４年度

３年度

予算現額
調定額 収入済額

（Ａ） （Ｂ）
不納欠損額 収入未済額

収入率

（単位：円、％）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。
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予算現額は前年度と比較して減少し、調定額及び収入済額は増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

第８款 環境性能割交付金

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

第９款 地方特例交付金

　 区分

年度別

△ 76,200,000 △ 76,281,000 △ 76,281,000

収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

３年度

不 納 欠 損 額

増 減 額

４年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

収 入 済 額

（Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

第１０款 地方交付税

　 区分

年度別

△ 305,727,000 △ 267,929,000 △ 267,929,000

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

（Ａ） （Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。
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地方交付税の種類別収入状況

年度 区 分

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

合 計

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

合 計

普 通 交 付 税 △ 305,727,000 △ 305,727,000 △ 305,727,000

特 別 交 付 税

合 計 △ 305,727,000 △ 267,929,000 △ 267,929,000

増減額

３年度

４年度

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
予 算 現 額 と
収 入 済 額 の
比 較

予 算 現 額
に 対 す る
収 入 率

調 定 額 に
対 す る
収 入 率

（単位：円、％）

普通交付税の収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し、

特別交付税は 円（ ）増加している。

第１１款 交通安全対策特別交付金

　 区分

年度別

△ 1,541,000 △ 1,541,000

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

予算現額は前年度と比較して増加し、調定額及び収入済額は減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

第１２款 分担金及び負担金

　 区分

年度別

△ 9,646,244 △ 9,522,745 △ 6,250,097 △ 832,153 △ 2,440,495増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不納欠損額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し、収入未済額は、

円（ ％）減少している。

 

予算現額は前年度と比較して減少し、調定額及び収入済額は増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

第８款 環境性能割交付金

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

第９款 地方特例交付金

　 区分

年度別

△ 76,200,000 △ 76,281,000 △ 76,281,000

収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

３年度

不 納 欠 損 額

増 減 額

４年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

収 入 済 額

（Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

第１０款 地方交付税

　 区分

年度別

△ 305,727,000 △ 267,929,000 △ 267,929,000

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

（Ａ） （Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。
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分担金の目別収入状況

農林水産業費分担金

災害復旧費分担金

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

合 計

（単位：円、％）

収入未済額不納欠損額 収入率

分担金の収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

調定額に対する収入率は ％（前年度 ％）である。

農林水産業費分担金は、農業費分担金（農地耕作条件改善事業費分担金、中山間

地域総合整備事業費分担金、経営体育成基盤整備事業費分担金）及び林業費分担金

（農林地崩壊防止事業費分担金（繰越明許））である。

災害復旧費分担金は、公共土木施設災害復旧費分担金（急傾斜地崩壊防止事業費

分担金）及び農林水産施設災害復旧費分担金（農業用施設災害復旧事業費分担金、

農地災害復旧事業費分担金）である。

負担金の目別収入状況

民 生 費 負 担 金

教 育 費 負 担 金

収入未済額 収入率

合 計

（単位：円、％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額

負担金の収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

調定額に対する収入率は ％（前年度 ％）である。

民生費負担金は社会福祉費負担金（老人施設入所者負担金等）及び児童福祉費負

担金（保育所入所者負担金等）である。
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保育料の収入状況

４ 年 度

滞 納 繰 越

計

４ 年 度

滞 納 繰 越

計

４ 年 度

滞 納 繰 越

計

※市外公立分は、私立に含む

区 分 年 度
不 納 欠 損 額

調 定 額 収 入 済 額
金 額

合 計

公 立

私 立

人数 金 額

収 入 未 済 額
収入率

人数 件数件数

（単位：円、％）

保育料（保育料入所者負担金）の収入率は、現年度分、滞納分に区分すると、現

年度分は ％（前年度 ％）、滞納分は ％（前年度 ％）で、前年度

と比較して現年度分で ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、滞納分で ﾎﾟｲﾝﾄ上昇している。

収入未済額は 円（ 件 人）で、前年度と比較して 円

（ 件減、 人減）減少している。また、当年度の不納欠損額は 件の

円である。

保育料は保護者から保育の実施に要する費用の一部を、世帯の課税状況に応じて

徴収している受益者負担金であり、児童の在園中に徴収することを基本とし、今

後とも滞納が発生しないよう保護者への指導や催告等、収入未済額の解消に向け

特別の努力を要望する。

 

分担金の目別収入状況

農林水産業費分担金

災害復旧費分担金

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

合 計

（単位：円、％）

収入未済額不納欠損額 収入率

分担金の収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

調定額に対する収入率は ％（前年度 ％）である。

農林水産業費分担金は、農業費分担金（農地耕作条件改善事業費分担金、中山間

地域総合整備事業費分担金、経営体育成基盤整備事業費分担金）及び林業費分担金

（農林地崩壊防止事業費分担金（繰越明許））である。

災害復旧費分担金は、公共土木施設災害復旧費分担金（急傾斜地崩壊防止事業費

分担金）及び農林水産施設災害復旧費分担金（農業用施設災害復旧事業費分担金、

農地災害復旧事業費分担金）である。

負担金の目別収入状況

民 生 費 負 担 金

教 育 費 負 担 金

収入未済額 収入率

合 計

（単位：円、％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額

負担金の収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

調定額に対する収入率は ％（前年度 ％）である。

民生費負担金は社会福祉費負担金（老人施設入所者負担金等）及び児童福祉費負

担金（保育所入所者負担金等）である。
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第１３款 使用料及び手数料

　 区分

年度別
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

（Ａ） （Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不納欠損額は、前年度と比較して 円増加（皆増）し、収入未済額は、

円（ ％）増加している。

収入率は ％で、前年度と比較して ﾎﾟｲﾝﾄ上昇している。

使用料の節別収入状況

総 務 管 理 使 用 料

社 会 福 祉 使 用 料

児 童 福 祉 使 用 料

保 健 衛 生 使 用 料

農 業 使 用 料

林 業 使 用 料

水 産 使 用 料

商 工 使 用 料

道路橋りょう使用料

河 川 使 用 料

河 川 公 園 使 用 料

港 湾 施 設 使 用 料

都 市 公 園 使 用 料

都 市 下 水 路 使 用 料

住 宅 使 用 料

学 校 使 用 料

幼 稚 園 使 用 料

公 民 館 使 用 料

社会教育施設使用料

保 健 体 育 使 用 料

消 防 使 用 料

合 計

収入未 済額 収 入 率

（単位：円、％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額
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使用料収入の主なものは、総務使用料の総務管理使用料（市民センター使用料

等）、民生使用料の児童福祉使用料（留守家庭児童クラブ利用料等）、商工使用料の

商工使用料（拠点オフィス使用料等）、土木使用料の道路橋りょう使用料（道路占

用料）、住宅使用料（市営住宅家賃等）、教育使用料の保健体育使用料（体育施設使

用料等）である。

住宅使用料（市営住宅家賃）の収入状況

調 定 額 収 入 済 額

４ 年 度 (45人) (259件)

滞 納 繰 越 (92人) (2,807件)

合 計 (137人) (3,066件)

収入率

※住宅は立花・大坪・片竹・勝田・大久保・楠久第二・久原・立岩・弁天の９ケ所

不納欠損額

（単位：円、％）

収 入 未 済 額

住宅使用料（市営住宅家賃）の収入率は ％（前年度 ％）で、前年度と

比較すると ﾎﾟｲﾝﾄ低下している。これを現年度分、滞納分に区分すると、現年

度分は ％（前年度 ％）、滞納分は ％（前年度 ％）で、前年度と比

較して現年度分は ﾎﾟｲﾝﾄ、滞納分は ﾎﾟｲﾝﾄ低下している。また、収入未済額

は 円（ 人）で、前年度と比較して 円（ 人増）増加して

いる。

住宅使用料の滞納は、正当に納入している人との公正さを欠くことにもなるこ

とから、今後とも本人並びに保証人に対し催告等を強化し、法的手段等も考慮しな

がら納入指導を行い、滞納額の減少に特別の努力を要望する。

手数料の節別収入状況

総 務 手 数 料

民 生 手 数 料

衛 生 手 数 料

林 業 手 数 料

土 木 手 数 料

合 計

不納欠損額 収入未 済額 収 入 率

（単位：円、％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

手数料収入の主なものは、総務手数料（戸籍手数料、住民票手数料等）、衛生手

数料（ごみ袋販売手数料等）である。

 

第１３款 使用料及び手数料

　 区分

年度別
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

（単位：円、％）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

（Ａ） （Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不納欠損額は、前年度と比較して 円増加（皆増）し、収入未済額は、

円（ ％）増加している。

収入率は ％で、前年度と比較して ﾎﾟｲﾝﾄ上昇している。

使用料の節別収入状況

総 務 管 理 使 用 料

社 会 福 祉 使 用 料

児 童 福 祉 使 用 料

保 健 衛 生 使 用 料

農 業 使 用 料

林 業 使 用 料

水 産 使 用 料

商 工 使 用 料

道路橋りょう使用料

河 川 使 用 料

河 川 公 園 使 用 料

港 湾 施 設 使 用 料

都 市 公 園 使 用 料

都 市 下 水 路 使 用 料

住 宅 使 用 料

学 校 使 用 料

幼 稚 園 使 用 料

公 民 館 使 用 料

社会教育施設使用料

保 健 体 育 使 用 料

消 防 使 用 料

合 計

収入未 済額 収 入 率

（単位：円、％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額
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第１４款 国庫支出金

　 区分

年度別

△ 1,180,879,322 △ 1,146,056,426 △ 940,037,943 △ 206,018,483増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）
不納欠損額 収 入 未 済 額

収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

収入未済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

各項目別に収入済額を前年度と比較すれば、次のとおりである。

国庫支出金の項・目別前年度比較表

民 生 費

衛 生 費 △ 31,792,174

災 害 復 旧 費 △ 12,283,139

計

総 務 費

民 生 費 △ 873,337,742

衛 生 費 △ 10,091,494

商 工 費

土 木 費

教 育 費 △ 307,301,495

計 △ 1,037,927,722

総 務 費

民 生 費

土 木 費 △ 654,323

計 △ 450,657

△ 940,037,943

前年度対比

国

庫

補

助

金

委

託

金

合 計

　（単位：円、％）

国
庫
負
担
金

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額

（１）国庫負担金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入の主なものは、民生費の社会福祉費負担金（障がい者介護給付費等負担金、

障がい児通所給付費等負担金等）、児童福祉費負担金（子どものための教育・保

育給付費負担金、児童扶養手当給付費負担金等）、児童手当負担金、生活保護費
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負担金（生活保護費等負担金等）、衛生費の保健衛生費負担金（新型コロナウイ

ルスワクチン接種対策費負担金等）である。

なお、収入未済額は 円であり、すべて災害復旧費の公共土木施設災

害復旧費負担金で全額翌年度繰越事業充当財源である。

（２）国庫補助金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。こ

れは、民生費の子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金及び教育費の国見台体育

施設改修事業に係る社会資本整備総合交付金の減少等によるものである。

収入の主なものは、総務費の総務管理費補助金（新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金等）、民生費の社会福祉費補助金（電力・ガス・食料品等

価格高騰緊急支援給付事業費補助金等）、児童福祉費補助金（新型コロナウイル

ス感染症セーフティネット強化交付金等）、衛生費の保健衛生費補助金（新型コ

ロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金等）、土木費の道路橋りょう費

補助金（道路更新防災等対策事業費補助金等）、教育費の中学校費補助金（学校

施設環境改善交付金等）である。

なお、収入未済額は 円であり、すべて土木費の道路橋りょう費補

助金で全額翌年度繰越事業充当財源である。

（３）委託金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ）減少している。

収入の主なものは、民生費の社会福祉費委託金（国民年金事務費交付金等）、

土木費の河川費委託金（樋門等操作管理委託金）である。

第１５款 県 支 出 金

　 区分

年度別

△ 728,027,628増 減 額

４年度

３年度

予算現額
調定額

（Ａ）
不納欠損額 収入未済額

収入率

（単位：円、％）

収入済額

（Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入未済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

各項目別に収入済額を前年度と比較すれば、次のとおりである。

 

第１４款 国庫支出金

　 区分

年度別

△ 1,180,879,322 △ 1,146,056,426 △ 940,037,943 △ 206,018,483増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）
不納欠損額 収 入 未 済 額

収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

収入未済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

各項目別に収入済額を前年度と比較すれば、次のとおりである。

国庫支出金の項・目別前年度比較表

民 生 費

衛 生 費 △ 31,792,174

災 害 復 旧 費 △ 12,283,139

計

総 務 費

民 生 費 △ 873,337,742

衛 生 費 △ 10,091,494

商 工 費

土 木 費

教 育 費 △ 307,301,495

計 △ 1,037,927,722

総 務 費

民 生 費

土 木 費 △ 654,323

計 △ 450,657

△ 940,037,943

前年度対比

国

庫

補

助

金

委

託

金

合 計

　（単位：円、％）

国
庫
負
担
金

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額

（１）国庫負担金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入の主なものは、民生費の社会福祉費負担金（障がい者介護給付費等負担金、

障がい児通所給付費等負担金等）、児童福祉費負担金（子どものための教育・保

育給付費負担金、児童扶養手当給付費負担金等）、児童手当負担金、生活保護費
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県支出金の項・目別前年度比較表

民 生 費

計

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費 △ 258,000

土 木 費

消 防 費 △ 5,700,000

教 育 費 △ 61,336,538

災 害 復 旧 費 △ 22,467,420

計

総 務 費

民 生 費

土 木 費

教 育 費 △ 576,203

農 林 水 産 業 費 △ 475,134 －

計

令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

合 計

県

補

助

金

（単位：円、％）

区       分
県
負
担
金

委

託

金

令 和 ４ 年 度

（１）県負担金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入の主なものは、民生費の社会福祉費負担金（障がい者介護給付費等負担

金等）、児童福祉費負担金（施設型給付費負担金等）、児童手当負担金、生活保護

費負担金である。

（２）県補助金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。こ

れは、園芸農業の確立や国産製材の生産性の向上を目的とする補助事業の実施に

よるものである。

収入の主なものは、総務費の総務管理費補助金（核燃料税交付金等）、民生費

の社会福祉費補助金（重度心身障がい者医療助成費補助金、地域医療介護総合確

保基金事業（介護施設等整備事業）補助金等）、児童福祉費補助金（子ども・子

育て支援事業費補助金等）、農林水産業費の農業費補助金（産地パワーアップ事

業費補助金、中山間地域等直接支払交付金、多面的機能支払交付金等）、林業費
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補助金（合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策交付金等）、災害復

旧費の農林水産施設災害復旧費補助金（農業用施設災害復旧事業費補助金等）で

ある。

なお、収入未済額は 円であり、その内訳は民生費の社会福祉費補

助金、農林水産業費の農業費補助金、林業費補助金、災害復旧費の農林水産施設

災害復旧費補助金で、社会福祉費補助金と林業費補助金は全部、農業費補助金と

農林水産施設災害復旧費補助金は一部が翌年度繰越事業充当財源である。

（３）委託金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入の主なものは、総務費の総務管理費委託金（市町等権限移譲交付金等）、

徴税費委託金（県民税徴収委託金）、選挙費委託金（参議院議員選挙費委託金、

県知事選挙費委託金等）、統計調査費委託金（就業構造基本調査委託金等）、土木

費の河川費委託金（樋門等操作管理委託金）、港湾費委託金（樋門操作管理委託

金）である。

第１６款 財 産 収 入

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 11,409,000 △ 6,606,317 △ 6,606,317増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

（単位：円、％）

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

収入の主なものは、財産貸付収入の土地貸付収入、不動産売払収入の土地建物

売払収入である。

各節別に収入済額を前年度と比較すれば、次のとおりである。

財産収入の節別前年度比較表

区 分 前年度対比

土 地 貸 付 収 入

建 物 貸 付 収 入 △ 40,733

利 子 及 び 配 当 金

土 地 建 物 売 払 収 入

立 木 売 払 収 入 △ 14,822,500 －

不 用 物 品 売 払 収 入 △ 233,600

合 計 △ 6,606,317

　（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額

 

県支出金の項・目別前年度比較表

民 生 費

計

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費 △ 258,000

土 木 費

消 防 費 △ 5,700,000

教 育 費 △ 61,336,538

災 害 復 旧 費 △ 22,467,420

計

総 務 費

民 生 費

土 木 費

教 育 費 △ 576,203

農 林 水 産 業 費 △ 475,134 －

計

令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

合 計

県

補

助

金

（単位：円、％）

区       分
県
負
担
金

委

託

金

令 和 ４ 年 度

（１）県負担金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入の主なものは、民生費の社会福祉費負担金（障がい者介護給付費等負担

金等）、児童福祉費負担金（施設型給付費負担金等）、児童手当負担金、生活保護

費負担金である。

（２）県補助金

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。こ

れは、園芸農業の確立や国産製材の生産性の向上を目的とする補助事業の実施に

よるものである。

収入の主なものは、総務費の総務管理費補助金（核燃料税交付金等）、民生費

の社会福祉費補助金（重度心身障がい者医療助成費補助金、地域医療介護総合確

保基金事業（介護施設等整備事業）補助金等）、児童福祉費補助金（子ども・子

育て支援事業費補助金等）、農林水産業費の農業費補助金（産地パワーアップ事

業費補助金、中山間地域等直接支払交付金、多面的機能支払交付金等）、林業費
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第１７款 寄 附 金

　 区分

年度別

（単位：円、％）

収入済額

（Ｂ）
不納欠損額 収入未済額

収入率

増 減 額

４年度

３年度

予算現額
調定額

（Ａ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入の主なものは、総務費のまちづくり基金寄附金、ふるさと応援基金寄附金で

ある。

各目別に収入済額を前年度と比較すれば、次のとおりである。

寄附金の目別前年度比較表

区 分

総 務 費 寄 附 金

民 生 費 寄 附 金 △ 2,580,000

教 育 費 寄 附 金 △ 11,480,000

合 計

増減額 前年度対比

（単位：円、％）

令和４年度 令和３年度

第１８款 繰 入 金

　 区分

年度別

△ 103,361,631 △ 103,361,631

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

予算現額は前年度と比較して増加し、調定額及び収入済額は減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。
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第１７款 寄 附 金

　 区分

年度別

（単位：円、％）

収入済額

（Ｂ）
不納欠損額 収入未済額

収入率

増 減 額

４年度

３年度

予算現額
調定額

（Ａ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

収入の主なものは、総務費のまちづくり基金寄附金、ふるさと応援基金寄附金で

ある。

各目別に収入済額を前年度と比較すれば、次のとおりである。

寄附金の目別前年度比較表

区 分

総 務 費 寄 附 金

民 生 費 寄 附 金 △ 2,580,000

教 育 費 寄 附 金 △ 11,480,000

合 計

増減額 前年度対比

（単位：円、％）

令和４年度 令和３年度

第１８款 繰 入 金

　 区分

年度別

△ 103,361,631 △ 103,361,631

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

予算現額は前年度と比較して増加し、調定額及び収入済額は減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

 

繰入金の項別収入状況

（単位：円）

区 分

特別会計繰入金 △ 840,839

基 金 繰 入 金 △ 1,177,137,610

合　　計 △ 1,177,978,449

予 算 現 額 と
収 入 済 額 の 比 較

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

特別会計繰入金は、国民健康保険 円、介護保険 円、後期

高齢者医療 円の各特別会計からの繰入金である。

基 金 繰 入 金 は 、 ふ る さ と 応 援 基 金 円 、 公 共 施 設 整 備 基 金

円、まちづくり基金 円等の各基金からの繰入金である

第１９款 繰 越 金

　 区分

年度別
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

（単位：円、％）

収 入 済 額

（Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

繰越金は、令和３年度決算余剰繰越金 円及び令和３年度繰越明許一

般財源充当金 円である。

第２０款 諸 収 入

　 区分

年度別

△ 7,936,000 △ 14,852,696

（単位：円、％）

予 算 現 額
調 定 額

（Ａ）

収 入 済 額

（Ｂ）

増 減 額

４年度

３年度

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
収入率

予算現額は前年度と比較して減少し、調定額及び収入済額は増加している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不納欠損額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し、収入未済額

は 円（ ％）増加している。

各項別に収入済額を前年度と比較すれば、次のとおりである。
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諸収入の項別前年度比較表

区 分

延滞金、加算金及び過料 △ 122,245

公営企業貸付金元利収入

貸 付 金 元 利 収 入 △ 2,030,000

受 託 事 業 収 入

雑 入

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

各項別の収入状況は、次のとおりである。

諸収入の項別収入状況

区 分

延滞金、加算金及び過料

市 預 金 利 子 －

公営企業貸付金元利収入

貸 付 金 元 利 収 入

受 託 事 業 収 入

市民病院事業清算収入

雑 入

合 計

収入率

（単位：円、％）

不納欠損額予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済額

収入未済額 円は、貸付金元利収入 円（同和地区中小企

業振興資金貸付金元利収入）、市民病院事業清算収入 円（入院・外来

診療費等未収金）、雑入 円である。

雑入の収入未済額の内訳は、生活保護費返還金 円（現年度

円、過年度 円）、特定鉱害復旧事業費受入金 円（現年度）、

生活保護費戻入未済分受入金 円（過年度）、市営住宅損害賠償金

円（過年度）、福祉資金貸付金未償還金 円（過年度）、児童

扶養手当返納金 円（過年度）、子育て世帯生活支援特別給付金返還金

円（過年度）、留守家庭児童クラブ利用者おやつ代受入金 円（現

年度 円、過年度 円）、母子生活支援施設私用電話料等受入金

円（過年度）、留守家庭児童クラブ賠償責任保険料受入金 円（過年度）、

ひとり親家庭等医療費助成金返納金 円（過年度）である。
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諸収入の項別前年度比較表

区 分

延滞金、加算金及び過料 △ 122,245

公営企業貸付金元利収入

貸 付 金 元 利 収 入 △ 2,030,000

受 託 事 業 収 入

雑 入

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

各項別の収入状況は、次のとおりである。

諸収入の項別収入状況

区 分

延滞金、加算金及び過料

市 預 金 利 子 －

公営企業貸付金元利収入

貸 付 金 元 利 収 入

受 託 事 業 収 入

市民病院事業清算収入

雑 入

合 計

収入率

（単位：円、％）

不納欠損額予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済額

収入未済額 円は、貸付金元利収入 円（同和地区中小企

業振興資金貸付金元利収入）、市民病院事業清算収入 円（入院・外来

診療費等未収金）、雑入 円である。

雑入の収入未済額の内訳は、生活保護費返還金 円（現年度

円、過年度 円）、特定鉱害復旧事業費受入金 円（現年度）、

生活保護費戻入未済分受入金 円（過年度）、市営住宅損害賠償金

円（過年度）、福祉資金貸付金未償還金 円（過年度）、児童

扶養手当返納金 円（過年度）、子育て世帯生活支援特別給付金返還金

円（過年度）、留守家庭児童クラブ利用者おやつ代受入金 円（現

年度 円、過年度 円）、母子生活支援施設私用電話料等受入金

円（過年度）、留守家庭児童クラブ賠償責任保険料受入金 円（過年度）、

ひとり親家庭等医療費助成金返納金 円（過年度）である。

 

第２１款 市 債

区分

年度別 (B)－(C) (C)－(A)

△ 139,900,000

△ 690,828,000

△ 1,568,933,000 △ 1,249,105,000 △ 1,018,005,000 △ 231,100,000 －

調 定 額 収 入 済 額 予算に対する増減額

(単位：円）

増 減 額

３年度

４年度

収 入 未 済 額予 算 現 額

予算現額、調定額及び収入済額いずれも前年度と比較して減少している。

収入済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

収入未済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少し

円である。その内訳は農林水産業債の農業債、土木債の道路橋りょう債、河川債、

教育債の小学校債、災害復旧債の公共土木施設災害復旧債、農林施設災害復旧債、

衛生債の衛生債で、全額翌年度繰越事業充当財源である。
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４ 歳出について

予算現額 円に対し、支出済額 円で執行率 ％

である。

（１）目的別経費の支出状況は、次のとおりである。

目的別経費の支出状況

区分

△ 247,894,806

△ 710,653,710

△ 510,443,555

△ 34,262

△ 74,399,711

△ 525,544,513

△ 52,398,832

△ 36,212,000

△ 329,981,594

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度
増 減 額 前年度対比

労 働 費

衛 生 費

構成比

総 務 費

議 会 費

土 木 費

款別 構成比 決 算 額

諸 支 出 金

民 生 費

決 算 額

教 育 費

消 防 費

商 工 費

農 林 水 産 業 費

合 計

公 債 費

災 害 復 旧 費

目的別経費の構成比の高い順から支出状況をみると、民生費 ％、総務費

％、衛生費 ％、教育費 ％、農林水産業費 ％、公債費 ％で、当年

度の支出構成比は前年度と同様に民生費が一番高い。

前 年 度 と 比 較 し て 増 加 し た 主 な も の は ､ 農 林 水 産 業 費 円

（ ％）、商工費 円（ ％）、土木費 円（ ％）

である。

前年度と比較して減少した主なものは、民生費 円（ ％）、教育

費 円（ ％）、衛生費 円（ ％）、総務費

円（ ％）、消防費 円（ ％）、災害復旧費 円（ ％）

である。
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４ 歳出について

予算現額 円に対し、支出済額 円で執行率 ％

である。

（１）目的別経費の支出状況は、次のとおりである。

目的別経費の支出状況

区分

△ 247,894,806

△ 710,653,710

△ 510,443,555

△ 34,262

△ 74,399,711

△ 525,544,513

△ 52,398,832

△ 36,212,000

△ 329,981,594

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度
増 減 額 前年度対比

労 働 費

衛 生 費

構成比

総 務 費

議 会 費

土 木 費

款別 構成比 決 算 額

諸 支 出 金

民 生 費

決 算 額

教 育 費

消 防 費

商 工 費

農 林 水 産 業 費

合 計

公 債 費

災 害 復 旧 費

目的別経費の構成比の高い順から支出状況をみると、民生費 ％、総務費

％、衛生費 ％、教育費 ％、農林水産業費 ％、公債費 ％で、当年

度の支出構成比は前年度と同様に民生費が一番高い。

前 年 度 と 比 較 し て 増 加 し た 主 な も の は ､ 農 林 水 産 業 費 円

（ ％）、商工費 円（ ％）、土木費 円（ ％）

である。

前年度と比較して減少した主なものは、民生費 円（ ％）、教育

費 円（ ％）、衛生費 円（ ％）、総務費

円（ ％）、消防費 円（ ％）、災害復旧費 円（ ％）

である。

 

（２）性質別経費の支出状況は、次のとおりである。

性質別経費の支出状況

区分

△ 612,478

　

　 △ 702,793

　

△ 443,065

　 △ 378,510

△ 64,555

　

　 △ 13,403

　

　 △ 352,155

△ 329,982

（単位：千円、％）

公 債 費

投 資 的 経 費

普通建設事業費

構 成 比 構 成 比

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

災害復旧事業費

補 助 費 等

そ の 他

合 計

そ の 他 の 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

性質別

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度
増 減 額 前年度対比

決 算 額 決 算 額

性質別経費の支出状況をみると、義務的経費 千円（ ％）、投

資的経費 千円（ ％）、その他の経費 千円（ ％）で

ある。これを前年度と比較すれば、義務的経費は 千円 ％）、投資

的経費は 千円（ ％）減少し、その他の経費は 千円（ ％）

の増加である。

義務的経費では主に、人件費の給料及び手当、公債費の長期債償還元金が増加

し、扶助費の民生費（子育て世帯等臨時特別支援事業、住民税非課税世帯等臨時

特別給付金支給事業等）が減少している。

投資的経費では主に、普通建設事業費の補助事業費のうち農林水産業費（木

材加工流通施設等整備支援事業、園芸農業機械・施設等整備支援事業、ため池

整備促進事業等）、民生費（私立保育園整備促進事業等）が増加し、教育費（中

学校建設事業、国見台体育施設改修事業等）が減少しており、単独事業費では

教育費（小学校管理事業等）、土木費（楠久津地区浸水対策事業等）が増加し、

総務費（大坪保育園・コミュニティセンター複合施設整備事業、庁舎管理事業、

公共施設適正管理事業等）、衛生費（広域ごみ処理施設建設に係る地域振興事業

等）、民生費（大坪保育園・コミュニティセンター複合施設整備事業等）が減少

している。

その他の経費では主に、物件費の総務費（ふるさと応援寄附募集事業、市税

等賦課徴収事業等）、商工費（第３次緊急経済対策クーポン券発行事業、プレミ

アム付商品券発行事業等）、補助費等の民生費（私立保育園等支援事業、介護保

険施設等物価高騰対策支援事業等）、農林水産業費（肉用牛肥育農家配合飼料高

騰対策支援事業、畜産物生産費高騰対策支援事業等）が増加し、その他の積立
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金（減債基金、財政調整基金、広域ごみ処理施設建設に係る地域振興基金等）

が減少している。

（３）予算の流用と予備費の充用状況は、次のとおりである。

予算の流用と予備費の充用状況

区 分

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

商 工 費

土 木 費

公 債 費

諸 支 出 金

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

(単位:件、円）

合 計

款 別

予備費充用 科目（節）流用 充用及び流用計 制限科目への流用
決 算 額

予備費充用は 件 円、予算流用は 件 円である。

前年度と比較すると、予備費充用は件数で３件減少し、金額で 円減

少しており、予算流用は件数で 件減少し、金額で 円減少している。

また、予算流用のうち、予算規則第 条第４項の規定による予算の流用を制限

している科目への流用は 件 円である。
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金（減債基金、財政調整基金、広域ごみ処理施設建設に係る地域振興基金等）

が減少している。

（３）予算の流用と予備費の充用状況は、次のとおりである。

予算の流用と予備費の充用状況

区 分

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

商 工 費

土 木 費

公 債 費

諸 支 出 金

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

(単位:件、円）

合 計

款 別

予備費充用 科目（節）流用 充用及び流用計 制限科目への流用
決 算 額

予備費充用は 件 円、予算流用は 件 円である。

前年度と比較すると、予備費充用は件数で３件減少し、金額で 円減

少しており、予算流用は件数で 件減少し、金額で 円減少している。

また、予算流用のうち、予算規則第 条第４項の規定による予算の流用を制限

している科目への流用は 件 円である。

 

第１款 議 会 費

　 区分

年度別

△ 2,942,901

（単位：円、％）

予 算 現 額 支 出 済 額
不 用 額

執行率
翌年度繰越額

３年度

増 減 額

４年度

（Ｂ）（Ａ）

予算現額、支出済額は前年度と比較して増加し、不用額は減少している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不用額は 円で、主なものは、議会費の旅費、負担金、補助及び交付金

である。

第２款 総 務 費

　 区分

年度別

△ 2,142,500 △ 247,894,806 △ 35,232,000 △ 2.8

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

（Ｂ）

予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額
翌年度繰越額 不 用 額

執行率

４年度

予算現額、支出済額及び翌年度繰越額は前年度と比較して減少し、不用額は増加

している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、総務管理費 円、徴税費 円、

戸籍住民基本台帳費 円、選挙費 円、統計調査費 円、

監査委員費 円である。

第３款 民 生 費

　 区分

年度別

△ 872,062,300 △ 710,653,710 △ 165,088,000

３年度

予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

（Ｂ）
翌年度繰越額

増 減 額

（単位：円、％）

不 用 額
執行率

４年度

予算現額、支出済額及び翌年度繰越額は前年度と比較して減少し、不用額は増加

している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、社会福祉費 円、児童福祉費
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円、生活保護費 円、災害救助費 円である。

翌年度繰越額 円は全額繰越明許費で、社会福祉費の地域医療介護総

合 確 保 事 業 円 、 児 童 福 祉 費 の 東 陵 中 校 区 小 中 一 貫 校 等 整 備 事 業

円である。

民生費の繰越明許財源充当状況

地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金

第４款 衛 生 費

　 区分

年度別

△ 511,630,804 △ 510,443,555 △ 24,843,449 △ 0.7

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度繰越額

執行率

（Ａ） （Ｂ）
不 用 額

予算現額、支出済額及び不用額は前年度と比較して減少し、翌年度繰越額は増

加している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、保健衛生費 円、清掃費 円であ

る。

翌年度繰越額 円は全額継続逓次繰越で、清掃費の環境センター適正

管理事業である。

衛生費の継続費逓次繰越財源充当状況

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

（単位：円）

繰 越 額 繰 越 金
特 定 財 源



－ 33－－ 32－

 

円、生活保護費 円、災害救助費 円である。

翌年度繰越額 円は全額繰越明許費で、社会福祉費の地域医療介護総

合 確 保 事 業 円 、 児 童 福 祉 費 の 東 陵 中 校 区 小 中 一 貫 校 等 整 備 事 業

円である。

民生費の繰越明許財源充当状況

地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金

第４款 衛 生 費

　 区分

年度別

△ 511,630,804 △ 510,443,555 △ 24,843,449 △ 0.7

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度繰越額

執行率

（Ａ） （Ｂ）
不 用 額

予算現額、支出済額及び不用額は前年度と比較して減少し、翌年度繰越額は増

加している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、保健衛生費 円、清掃費 円であ

る。

翌年度繰越額 円は全額継続逓次繰越で、清掃費の環境センター適正

管理事業である。

衛生費の継続費逓次繰越財源充当状況

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

（単位：円）

繰 越 額 繰 越 金
特 定 財 源

 

第５款 労 働 費

　 区分 執行率

年度別

△ 34,262 △ 0.1

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

（Ｂ）
翌年度繰越額 不 用 額

予算現額、不用額は前年度と比較して増加し、支出済額は減少している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、主なものは労働諸費の使用料及び賃借料、需用費である。

第６款 農林水産業費

　 区分

年度別

△ 687,688,000

４年度

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

不 用 額
執行率予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

（Ｂ）
翌年度繰越額

予算現額、支出済額及び不用額は前年度と比較して増加し、翌年度繰越額は減少

している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不用額は 円で、農業費 円、林業費 円、水産業

費 円である。

翌年度繰越額 円は、全額繰越明許費で、農業費の農地利用効率化等

支援事業 円、農業用用排水路施設等整備事業 円、ため池整

備促進事業 円、特定鉱害復旧事業 円、林業費の森林経営管

理事業 円、木材加工流通施設等整備支援事業 円、水産業

費の波多津漁港管理事業 円である。

農林水産業費の繰越明許財源充当状況

地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金
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第７款 商 工 費

　 区分

年度別

△ 20,020,000 △ 17,831,056

（Ｂ）
翌年度繰越額 不 用 額

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

執行率予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

予算現額、支出済額は前年度と比較して増加し、翌年度繰越額、不用額は減少し

ている。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不用額は 円で、商工費の商工総務費 円、商工業振興費

円、企業誘致推進費 円、観光費 円、公園緑化費

円である。

第８款 土 木 費

　 区分

年度別

△ 150,490,000

支 出 済 額

（Ｂ）
翌年度繰越額

４年度

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

不 用 額
執行率予 算 現 額

（Ａ）

予算現額、支出済額及び不用額は前年度と比較して増加し、翌年度繰越額は減少

している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不用額は 円で、土木管理費 円、道路橋りょう費

円、河川費 円、港湾費 円、都市計画費 円、住宅

費 円である。

翌年度繰越額 円は全額繰越明許費で、道路橋りょう費の道路管理事

業（単独） 円、道路管理事業（社会資本整備総合交付金）

円、市道改良事業（道整備交付金） 円、市道改良事業（社会資本整備総

合交付金） 円、交通安全施設整備事業（補助） 円、橋りょう

管理事業（単独） 円、橋りょう管理事業（補助） 円、河川費

の河川管理事業 円、河川樋門等管理事業 円、都市計画費の都

市計画総務事業 円である。
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第７款 商 工 費

　 区分

年度別

△ 20,020,000 △ 17,831,056

（Ｂ）
翌年度繰越額 不 用 額

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

執行率予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

予算現額、支出済額は前年度と比較して増加し、翌年度繰越額、不用額は減少し

ている。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不用額は 円で、商工費の商工総務費 円、商工業振興費

円、企業誘致推進費 円、観光費 円、公園緑化費

円である。

第８款 土 木 費

　 区分

年度別

△ 150,490,000

支 出 済 額

（Ｂ）
翌年度繰越額

４年度

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

不 用 額
執行率予 算 現 額

（Ａ）

予算現額、支出済額及び不用額は前年度と比較して増加し、翌年度繰越額は減少

している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不用額は 円で、土木管理費 円、道路橋りょう費

円、河川費 円、港湾費 円、都市計画費 円、住宅

費 円である。

翌年度繰越額 円は全額繰越明許費で、道路橋りょう費の道路管理事

業（単独） 円、道路管理事業（社会資本整備総合交付金）

円、市道改良事業（道整備交付金） 円、市道改良事業（社会資本整備総

合交付金） 円、交通安全施設整備事業（補助） 円、橋りょう

管理事業（単独） 円、橋りょう管理事業（補助） 円、河川費

の河川管理事業 円、河川樋門等管理事業 円、都市計画費の都

市計画総務事業 円である。

 

土木費の繰越明許財源充当状況

地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金

第９款 消 防 費

　 区分

年度別

△ 76,035,000 △ 74,399,711 △ 1,635,289

予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

（Ｂ）
翌年度繰越額 不 用 額

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

執行率

予算現額、支出済額及び不用額いずれも前年度と比較して減少している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不 用額 は 円 で 、 消 防 費 の 常 備消 防 費 円 、非 常 備 消 防 費

円、消防施設費 円、水防費 円、災害対策費

円である。

第１０款 教 育 費

　 区分

年度別

△ 665,986,300 △ 525,544,513 △ 185,866,700

（単位：円、％）

４年度

不 用 額
執行率予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

（Ｂ）
翌年度繰越額

３年度

増 減 額

予算現額、支出済額及び翌年度繰越額は前年度と比較して減少し、不用額は増加

している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、教育総務費 円、小学校費 円、

中学校費 円、幼稚園費 円、社会教育費 円、保健

体育費 円である。

翌年度繰越額 円は全額繰越明許費で、小学校費の東陵中校区小中一貫

校等整備事業である。
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教育費の繰越明許財源充当状況

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

第１１款 災害復旧費

　 区分

年度別

△ 186,902,000 △ 52,398,832 △ 130,807,000 △ 3,696,168

（Ｂ）
翌年度繰越額 不 用 額

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

執行率予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

予算現額、支出済額、翌年度繰越額及び不用額いずれも前年度と比較して減少し

ている。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、農林水産施設災害復旧費 円、公共土木施

設災害復旧費 円である。

翌年度繰越額 円のうち繰越明許費は、農林水産施設災害復旧費の農

業用施設災害復旧事業（補助、現年） 円、農地災害復旧事業（補助、現

年） 円、公共土木施設災害復旧費の土木施設災害復旧事業（単独、現

年） 円、土木施設災害復旧事業（補助、現年） 円の計

円で、事故繰越費は農林水産施設災害復旧費の農業用施設災害復旧事業（補助、現

年） 円である。

災害復旧費の繰越明許財源充当状況

地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金

災害復旧費の事故繰越財源充当状況

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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教育費の繰越明許財源充当状況

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

第１１款 災害復旧費

　 区分

年度別

△ 186,902,000 △ 52,398,832 △ 130,807,000 △ 3,696,168

（Ｂ）
翌年度繰越額 不 用 額

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

執行率予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

予算現額、支出済額、翌年度繰越額及び不用額いずれも前年度と比較して減少し

ている。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、農林水産施設災害復旧費 円、公共土木施

設災害復旧費 円である。

翌年度繰越額 円のうち繰越明許費は、農林水産施設災害復旧費の農

業用施設災害復旧事業（補助、現年） 円、農地災害復旧事業（補助、現

年） 円、公共土木施設災害復旧費の土木施設災害復旧事業（単独、現

年） 円、土木施設災害復旧事業（補助、現年） 円の計

円で、事故繰越費は農林水産施設災害復旧費の農業用施設災害復旧事業（補助、現

年） 円である。

災害復旧費の繰越明許財源充当状況

地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源

国 県 支 出 金

災害復旧費の事故繰越財源充当状況

（単位：円）

繰 越 額
既 収 入
特 定 財 源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

 

各項目別に前年度と比較すれば、次のとおりである。

災害復旧費の項・目別支出状況

農 業 用 施 設 災 害 復 旧 費 △ 33,382,300

農 地 災 害 復 旧 費 △ 5,578,200

林 道 災 害 復 旧 費

計 △ 34,215,880

土 木 施 設 災 害 復 旧 費 △ 18,182,952

計 △ 18,182,952

△ 52,398,832

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

（単位：円、％）

合 計

区 分

農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 費

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費

第１２款 公 債 費

　 区分

年度別

予算現額

（Ａ）

支出済額

（Ｂ）
翌年度繰越額 不用額

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

執行率

予算現額、支出済額及び不用額いずれも前年度と比較して増加している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）増加している。

不用額は 円で、公債費の元金 円、利子 円である。

各目別に前年度と比較すれば、次のとおりである。

公債費の目別支出状況

元 金

利 子 △ 7,876,214

合 計

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前 年 度 対 比

（単位：円、％）

支出済額の内訳は、償還元金 円、償還利子 円である。

元利償還の状況及び公債費比率は、次のとおりである。
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元利償還の状況と公債費比率の推移

区分

年度

※元金（　）内は借換債で外書、利子（　）内は一時借入金利子で外書、公債費率（　）内は普通会計

公 債 費 比 率

（単位：円、％）

元 金 利 子

３年度

４年度

計

第１３款 諸 支 出 金

　 区分

年度別

△ 97,576,000 △ 36,212,000 △ 61,364,000

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

（Ｂ）

執行率
不 用 額翌年度繰越額

予算現額、支出済額及び不用額いずれも前年度と比較して減少している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、公営企業費の工業用水道公営企業費 円、下水

道公営企業費 円である。

支出の内容は、水道事業特別会計、工業用水道事業特別会計、下水道事業特別会

計への補助金、投資及び出資金である。

各目別に前年度と比較すれば、次のとおりである。

諸支出金の目別支出状況

水 道 公 営 企 業 費 △ 2,120,000

工業用水道公営企業費 △ 10,018,000

下 水 道 公 営 企 業 費 △ 24,074,000

合 計 △ 36,212,000

区 分

（単位：円、％）

公 営 企 業 費

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比
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元利償還の状況と公債費比率の推移

区分

年度

※元金（　）内は借換債で外書、利子（　）内は一時借入金利子で外書、公債費率（　）内は普通会計

公 債 費 比 率

（単位：円、％）

元 金 利 子

３年度

４年度

計

第１３款 諸 支 出 金

　 区分

年度別

△ 97,576,000 △ 36,212,000 △ 61,364,000

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

予 算 現 額

（Ａ）

支 出 済 額

（Ｂ）

執行率
不 用 額翌年度繰越額

予算現額、支出済額及び不用額いずれも前年度と比較して減少している。

支出済額は、前年度と比較して 円（ ％）減少している。

不用額は 円で、公営企業費の工業用水道公営企業費 円、下水

道公営企業費 円である。

支出の内容は、水道事業特別会計、工業用水道事業特別会計、下水道事業特別会

計への補助金、投資及び出資金である。

各目別に前年度と比較すれば、次のとおりである。

諸支出金の目別支出状況

水 道 公 営 企 業 費 △ 2,120,000

工業用水道公営企業費 △ 10,018,000

下 水 道 公 営 企 業 費 △ 24,074,000

合 計 △ 36,212,000

区 分

（単位：円、％）

公 営 企 業 費

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

 

第１４款 予 備 費

　 区分

年度別

△ 13,378,000 △ 44.6

不 用 額 充用率

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

４年度

予 算 額 充 用 額 予 算 現 額

予算現額は 円で、当年度中に教育費外２款に 件 円充用

されている。これは前年度と比較して件数は３件減少し、充用額は 円

減少している。
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第第４４ 特特別別会会計計

１ 国民健康保険

決算状況（歳入）

　 区分

年度別

△ 85,596,000 △ 17,603,709増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

（単位：円、％）

（Ａ） （Ｂ）
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

予算現額及び不納欠損額は、前年度と比較して減少し、調定額、収入済額及び収

入未済額は増加している。

国民健康保険の収入状況

款

国 民 健 康 保 険 税 △ 20,420,587

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 42,900

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金 △ 6,285,782

諸 収 入 △ 5,269,881

国 庫 支 出 金 △ 4,481,000 －

合 計

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

（単位：円、％）

収入済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増加

している。これは主に、国民健康保険税が 円、繰越金が 円、

諸収入が 円、国庫支出金が 円減少したものの、県支出金が

円、繰入金が 円増加したためである。

国民健康保険税の調定額は 円で、前年度と比較して

円減少し、収入済額も 円で 円減少している。収入率は、

現年度分が ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下、滞納分が ％（前年度

％）で ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、全体では ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ上昇

している。収入未済額は 円で、前年度と比較して 円増加して

いる。

収入未済額は前年度と比較して微増しているが、全体の収入率は向上しており、

債権を中心とした滞納処分を実施するなど徴収努力がなされている。今後とも口座

振替の推進や納税意識の高揚などの啓発を積極的に行い、収納率の向上と滞納額の

減少に努力されることを要望する。
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第第４４ 特特別別会会計計

１ 国民健康保険

決算状況（歳入）

　 区分

年度別

△ 85,596,000 △ 17,603,709増 減 額

４年度

３年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

（単位：円、％）

（Ａ） （Ｂ）
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

予算現額及び不納欠損額は、前年度と比較して減少し、調定額、収入済額及び収

入未済額は増加している。

国民健康保険の収入状況

款

国 民 健 康 保 険 税 △ 20,420,587

使 用 料 及 び 手 数 料 △ 42,900

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金 △ 6,285,782

諸 収 入 △ 5,269,881

国 庫 支 出 金 △ 4,481,000 －

合 計

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

（単位：円、％）

収入済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増加

している。これは主に、国民健康保険税が 円、繰越金が 円、

諸収入が 円、国庫支出金が 円減少したものの、県支出金が

円、繰入金が 円増加したためである。

国民健康保険税の調定額は 円で、前年度と比較して

円減少し、収入済額も 円で 円減少している。収入率は、

現年度分が ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下、滞納分が ％（前年度

％）で ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、全体では ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ上昇

している。収入未済額は 円で、前年度と比較して 円増加して

いる。

収入未済額は前年度と比較して微増しているが、全体の収入率は向上しており、

債権を中心とした滞納処分を実施するなど徴収努力がなされている。今後とも口座

振替の推進や納税意識の高揚などの啓発を積極的に行い、収納率の向上と滞納額の

減少に努力されることを要望する。

決算状況（歳出）

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）

△ 85,596,000 △ 11,774,342 △ 73,821,658

４年度

３年度

増 減 額

（単位：円、％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度繰越額 不 用 額

執行率

予算現額、支出済額及び不用額いずれも前年度と比較して減少している。

歳入歳出差引残額は 円である。

不用額は 円で、総務費 円、保険給付費 円、

国民健康保険事業費納付金 円、共同事業拠出金 円、保健事業費

円、公債費 円、諸支出金 円、基金積立金

円、予備費 円である。

なお、予備費充用はなく、予算規則第 条第４項の規定により流用制限してい

る科目への流用は２件 円である。

国民健康保険の支出状況

款

総 務 費

保 険 給 付 費

国民健康保険事業費納付金 △ 38,695,975

共 同 事 業 拠 出 金

財 政 安 定 化 基 金拠 出金 △ 424,000 －

保 健 事 業 費

公 債 費

諸 支 出 金 △ 45,024,351

基 金 積 立 金

合 計 △ 11,774,342

（単位：円、％）

前年度対比令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額

支出済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）減少

している。これは主に、基金積立金が 円、保険給付費が

円、総務費が 円増加したものの、諸支出金が 円、国民健康

保険事業費納付金が 円減少したためである。
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２ 介護保険

決算状況（歳入）

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

　　　（単位：円、％）

増 減 額

３年度

４年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

予算現額、調定額、収入済額、不納欠損額及び収入未済額いずれも前年度と比較

して増加している。

介護保険の収入状況

款

介 護 保 険 料

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 205,000

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 13,941,096

支 払 基 金 交 付 金 △ 5,917,000

県 支 出 金

繰 入 金 △ 4,917,000

繰 越 金

諸 収 入 △ 2,270,730

サ ー ビ ス 収 入

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

収入済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増

加している。これは主に、国庫支出金が 円、支払基金交付金が

円、繰入金が 円減少したものの、繰越金が 円、介護保険

料が 円、県支出金が 円増加したためである。

介護保険料の調定額は 円で、前年度と比較して 円増

加し、収入済額も 円で 円増加している。収入率は、現

年度分が ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下、滞納分が （前年度 ％）

で ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、全体では ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下している。

収入未済額は 円で、前年度と比較して 円増加している。

今後とも口座振替の推進や戸別訪問徴収の強化、納入意識の高揚などの啓発を

行い、滞納額の減少に努力されたい。

決算状況（歳出）

　 区分

年度別

△ 2.8

(単位：円、％)

（Ａ） （Ｂ）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度繰越額 不 用 額

執行率

３年度

増 減 額

４年度

予算現額、支出済額及び不用額いずれも前年度と比較して増加している。

歳入歳出差引額は 円である。

不用額は 円で、総務費 円、保険給付費 円、

地域支援事業費 円、保健福祉事業費 円、公債費 円、諸支

出金 円、基金積立金 円、予備費 円である。

なお、予備費充用は１件 円であり、予算規則第 条第４項の規定によ

り流用制限している科目への流用は１件 円である。

介護保険の支出状況

款

総 務 費 △ 11,991,834

保 険 給 付 費 △ 153,480,851

地 域 支 援 事 業 費

保 健 福 祉 事 業 費 －

諸 支 出 金

基 金 積 立 金

合 計

前年度対比

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額

支出済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増加

している。これは、総務費が 円、保険給付費が 円減少し

たものの、地域支援事業費が 円、保健福祉事業費が 円、諸支出

金が 円、基金積立金が 円増加したためである。
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２ 介護保険

決算状況（歳入）

　 区分

年度別 （Ａ） （Ｂ）
不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額

収入率

　　　（単位：円、％）

増 減 額

３年度

４年度

予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

予算現額、調定額、収入済額、不納欠損額及び収入未済額いずれも前年度と比較

して増加している。

介護保険の収入状況

款

介 護 保 険 料

分 担 金 及 び 負 担 金 △ 205,000

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 △ 13,941,096

支 払 基 金 交 付 金 △ 5,917,000

県 支 出 金

繰 入 金 △ 4,917,000

繰 越 金

諸 収 入 △ 2,270,730

サ ー ビ ス 収 入

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

収入済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増

加している。これは主に、国庫支出金が 円、支払基金交付金が

円、繰入金が 円減少したものの、繰越金が 円、介護保険

料が 円、県支出金が 円増加したためである。

介護保険料の調定額は 円で、前年度と比較して 円増

加し、収入済額も 円で 円増加している。収入率は、現

年度分が ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下、滞納分が （前年度 ％）

で ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、全体では ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下している。

収入未済額は 円で、前年度と比較して 円増加している。

今後とも口座振替の推進や戸別訪問徴収の強化、納入意識の高揚などの啓発を

行い、滞納額の減少に努力されたい。

決算状況（歳出）

　 区分

年度別

△ 2.8

(単位：円、％)

（Ａ） （Ｂ）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度繰越額 不 用 額

執行率

３年度

増 減 額

４年度

予算現額、支出済額及び不用額いずれも前年度と比較して増加している。

歳入歳出差引額は 円である。

不用額は 円で、総務費 円、保険給付費 円、

地域支援事業費 円、保健福祉事業費 円、公債費 円、諸支

出金 円、基金積立金 円、予備費 円である。

なお、予備費充用は１件 円であり、予算規則第 条第４項の規定によ

り流用制限している科目への流用は１件 円である。

介護保険の支出状況

款

総 務 費 △ 11,991,834

保 険 給 付 費 △ 153,480,851

地 域 支 援 事 業 費

保 健 福 祉 事 業 費 －

諸 支 出 金

基 金 積 立 金

合 計

前年度対比

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額

支出済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増加

している。これは、総務費が 円、保険給付費が 円減少し

たものの、地域支援事業費が 円、保健福祉事業費が 円、諸支出

金が 円、基金積立金が 円増加したためである。
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３ 後期高齢者医療

決算状況（歳入）

　 区分

年度別

△ 20,122

△ 84,523増 減 額

４年度

３年度

収入未済額
収入率

（単位：円、％）

予算現額
調定額

（Ａ）

収入済額

（Ｂ）
不納欠損額

予算現額、調定額、収入済額及び収入未済額は前年度と比較して増加し、不納欠

損額は減少している。

後期高齢者医療の収入状況

款

後期高齢者医療保険料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

収入済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増

加している。これは、後期高齢者医療保険料が 円、繰入金が

円、繰越金が 円などすべての項目が増加したためである。

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 の 調 定 額 は 円 で 、 前 年 度 と 比 較 し て

円増加し、収入済額は 円で 円増加している。

収入率は、現年度分 ％（前年度 ％）で、滞納分は ％（前年度 ％）

で ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、全体では ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下してい

る。収入未済額は 円で、前年度と比較して 円増加している。

なお、前年度収入率が ％を超えているのは、収入済額に過誤納金還付未済額

が含まれているためである。
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３ 後期高齢者医療

決算状況（歳入）

　 区分

年度別

△ 20,122

△ 84,523増 減 額

４年度

３年度

収入未済額
収入率

（単位：円、％）

予算現額
調定額

（Ａ）

収入済額

（Ｂ）
不納欠損額

予算現額、調定額、収入済額及び収入未済額は前年度と比較して増加し、不納欠

損額は減少している。

後期高齢者医療の収入状況

款

後期高齢者医療保険料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

収入済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増

加している。これは、後期高齢者医療保険料が 円、繰入金が

円、繰越金が 円などすべての項目が増加したためである。

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 の 調 定 額 は 円 で 、 前 年 度 と 比 較 し て

円増加し、収入済額は 円で 円増加している。

収入率は、現年度分 ％（前年度 ％）で、滞納分は ％（前年度 ％）

で ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、全体では ％（前年度 ％）で ﾎﾟｲﾝﾄ低下してい

る。収入未済額は 円で、前年度と比較して 円増加している。

なお、前年度収入率が ％を超えているのは、収入済額に過誤納金還付未済額

が含まれているためである。

決算状況（歳出）

　 区分

年度別

△ 394,033

（単位：円、％）

支出済額

（Ｂ）
翌年度繰越額 不用額

執行率

４年度

予算現額

３年度

増 減 額

（Ａ）

予算現額及び支出済額は前年度と比較して増加し、不用額は減少している。

歳入歳出差引額は 円である。

不用額は 円で、総務費 円、後期高齢者医療広域連合納付金

円、保健事業費 円、公債費 円、諸支出金 円、予備費

円である。

なお、予備費充用はなく、また予算規則第 条第４項の規定により流用制限し

ている科目への流用もない。

後期高齢者医療の支出状況

款

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

保 健 事 業 費

諸 支 出 金 △ 241,654

合 計

（単位：円、％）

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

支出済額は 円で、前年度と比較して 円（ ％）増加

している。これは、諸支出金が 円減少したものの、総務費が 円、

後期高齢者医療広域連合納付金が 円、保健事業費が 円増加

したためである。
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第第５５ 財財産産にに関関すするる調調書書   

決算書に添付された財産に関する調書に記載されている令和４年度の財産の増減

状況は、次のとおりである。

１ 公有財産

（１）土地及び建物

（土　　地） （単位：㎡）

区　　　分

行 政 財 産 △ 6,957

普 通 財 産

合　　計

（建　　物） （単位：㎡）

区　　　分

行 政 財 産 △ 5,302

普 通 財 産

合　　計 △ 4,402

決 算 年 度 中 増 減 高 決 算 年 度 末 現 在 高

前 年 度 末 現 在 高 決 算 年 度 中 増 減 高 決 算 年 度 末 現 在 高

前 年 度 末 現 在 高

・行政財産 土地 ― 決算年度末面積は ㎡で、公立保育園の民営

化や老人憩の家及び母子生活支援施設の用途廃止に伴

う普通財産への移管等により、前年度から ㎡減少

している。

建物 ― 決算年度末面積は ㎡で、伊万里中学校や大川

老人憩の家、片竹大型共同作業場の解体、母子生活支援

施設の普通財産への移管及び公立保育園民営化に伴う

建物譲渡等により、前年度から ㎡減少している。

・普通財産 土地 ― 決算年度末面積は ㎡で、公立保育園の民営

化等に伴う行政財産からの移管や新規取得（上伊万里

用地）により、前年度から ㎡増加している。

建物 ― 決算年度末建物面積は ㎡で、旧母子生活支援施

設の行政財産からの移管により、前年度から ㎡増加

している。

（２）有価証券

決算年度末現在高は 円（伊万里ガス株式会社外３の株券）で、前

年度末からの増減はない。

山林を含む
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第第５５ 財財産産にに関関すするる調調書書   

決算書に添付された財産に関する調書に記載されている令和４年度の財産の増減

状況は、次のとおりである。

１ 公有財産

（１）土地及び建物

（土　　地） （単位：㎡）

区　　　分

行 政 財 産 △ 6,957

普 通 財 産

合　　計

（建　　物） （単位：㎡）

区　　　分

行 政 財 産 △ 5,302

普 通 財 産

合　　計 △ 4,402

決 算 年 度 中 増 減 高 決 算 年 度 末 現 在 高

前 年 度 末 現 在 高 決 算 年 度 中 増 減 高 決 算 年 度 末 現 在 高

前 年 度 末 現 在 高

・行政財産 土地 ― 決算年度末面積は ㎡で、公立保育園の民営

化や老人憩の家及び母子生活支援施設の用途廃止に伴

う普通財産への移管等により、前年度から ㎡減少

している。

建物 ― 決算年度末面積は ㎡で、伊万里中学校や大川

老人憩の家、片竹大型共同作業場の解体、母子生活支援

施設の普通財産への移管及び公立保育園民営化に伴う

建物譲渡等により、前年度から ㎡減少している。

・普通財産 土地 ― 決算年度末面積は ㎡で、公立保育園の民営

化等に伴う行政財産からの移管や新規取得（上伊万里

用地）により、前年度から ㎡増加している。

建物 ― 決算年度末建物面積は ㎡で、旧母子生活支援施

設の行政財産からの移管により、前年度から ㎡増加

している。

（２）有価証券

決算年度末現在高は 円（伊万里ガス株式会社外３の株券）で、前

年度末からの増減はない。

山林を含む

 

（３）出資による権利

・出資金 決算年度末現在高は 円（伊万里信用金庫外９）で、

前年度末からの増減はない。

・出捐金 決算年度末現在高は 円（佐賀県信用保証協会外 ）

で前年度末からの増減はない。

２ 物 品

決算年度末現在高は 点で、前年度に比べ 点減少している。（新規 点、

廃棄 点）

新規に取得したものは、乗用車（１）、貨物車（２）、機動掃除機（１）、ルーム

エアコン・クーラー（２）、視力屈折検査用機器（１）、ワクチン保管用フリーザー

（５）、光波測量機（１）、蓄電池（２）、ポータブルバッテリー（１）、パソコン（１）、

マット運搬車（１）、ホッケーゴールポスト（キャスター防音緩衝マット付）（１）、

アップライトピアノ（１）である。

廃棄したものは、貨物車（５）、調理実習台（１）、調乳用ユニット一式（１）、

熱風消毒機（１）、センサーピンスポットライト（２）、ミキサーテーブル（１）、

完封脱胞式鋳入装置（１）、真空土練機（１）、碍子成型用立型ロクロ（２）、ガス

炉（２）、乾燥運搬台車（１）、乾燥炉（１）、起重機（１）、ターンテーブル式水吹

機（１）、泥しょう調整装置（１）、圧力鋳込装置（１）、泥攪拝機（１）、諸幕（カ

ーテン）一式（４）、ルームエアコン・クーラー（６）、万能関節運動けん引器（１）、

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）（１）、光波距離計（１）、沐浴つきシャワーブース

（１）、痴呆予防システム（１）、健康管理システムソフト（１）、アップライトピ

アノ（２）である。

３ 債 権

債権の増減状況は、次のとおりである。

（単位：円）

区　　　分

令和３年度課税に係わる市民税（特別徴収令和4年4月～令和4年5月分） △ 268,612,400

令和４年度課税に係わる市民税（特別徴収令和5年4月～令和5年5月分）

福 祉 資 金 貸 付 金 △ 1,735,126

介護保険高額介護サービス費等支払資金貸付基金 △ 1,912,431

合　　　　　　　　計

前年度末残高 決算年度中増減高 決算年度末現在高
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４ 基 金

基金のうち、特定の目的のために資金を積み立てる基金の積立状況は、次のとお

りである。

基金の積立状況

（単位：円）

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

教 育 振 興 奨 励 基 金

ま ち づ く り 基 金

福 祉 基 金

国 民 健 康 保 険 基 金

城Ⅱ灌漑揚水施設維持管理基金

介 護 保 険 基 金

ふ る さ と 応 援 基 金

合 計

広域ごみ処理施設建設に係る地域振興基金

区 分

上表は年度末（令和５年３月３１日）現在高の状況である

前 年 度 末
現 在 高

本 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中 増 減 高

積 立 金 利子積立金 取 崩 高
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４ 基 金

基金のうち、特定の目的のために資金を積み立てる基金の積立状況は、次のとお

りである。

基金の積立状況

（単位：円）

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

教 育 振 興 奨 励 基 金

ま ち づ く り 基 金

福 祉 基 金

国 民 健 康 保 険 基 金

城Ⅱ灌漑揚水施設維持管理基金

介 護 保 険 基 金

ふ る さ と 応 援 基 金

合 計

広域ごみ処理施設建設に係る地域振興基金

区 分

上表は年度末（令和５年３月３１日）現在高の状況である

前 年 度 末
現 在 高

本 年 度 末
現 在 高

決 算 年 度 中 増 減 高

積 立 金 利子積立金 取 崩 高

 

第第６６ むむすすびび

  
以上が、令和４年度一般会計、特別会計及び基金運用状況にかかる決算審査の概

要である。

当年度は、第６次伊万里市総合計画（令和元年度～令和８年度）の将来都市像「人

がいきいきと活躍する 幸せ実感のまち 伊万里」の実現を目指し、総合計画前期

基本計画（令和元年度～令和４年度）に基づき、「将来を見据えた人づくり」をはじ

めとした６つの重点施策の展開が図られた。また、「第５次財政基盤安定化計画（令

和３年度～令和７年度）」に沿って個々の事業を徹底的に見直し、経常経費の削減を

図るとともに、効果やコストを意識した「選択と集中」の考え方を基本とし、真に

必要で緊急性や実現性の高い事業を選択し、財政の健全化を図りながら適正な予算

執行に努められたところである。

一般会計の決算については、歳入総額 千円（前年度 千円）、

歳出総額 千円（前年度 千円）で、前年度に比べ、歳入にお

いては市税や寄附金が増加するとともに、前年度に引き続き歳出が減少したため、

歳入歳出差引額（形式収支額）は 千円（前年度 千円）の黒字と

なっている。

その結果、形式収支額から翌年度へ繰り越すべき財源 千円を差し引いた実

質収支額は 千円の黒字（前年度 千円の黒字）、単年度収支額

千円（前年度 千円）に財政調整基金積立額 千円（前年度

千円）を加えた実質単年度収支額は 千円の黒字（前年度

千円の黒字）となっている。

歳入総額は、前年度に比べ 千円（ ％）増加しており、増加した主なも

のは、県支出金 千円（ ％）、市税 千円（ ％）、繰越金

千円（ ％）、寄附金 千円（ ％）などで、一方、減少した主なものは、

市債 千円（△ ％）、国庫支出金 千円（△ ％）、地方交付

税 千円（△ ％）などとなっている。

増加の主な理由は、県支出金では農林業関係の合板・製材・集成材国際競争力強

化・輸出促進対策交付金や産地パワーアップ事業費補助金によるもの、市税では法

人市民税、固定資産税によるものである。

また、歳入における自主財源は 千円で全体の ％（前年度 ％）

を占め、前年度に比べ 千円（ ％）増加し、依存財源は 千

円で全体の ％（前年度 ％）を占め、前年度に比べ 千円（△ ％）

減少している。

なお、自主財源の柱である市税 千円については、新型コロナウイルス

感染症の流行が続くなか、市内企業の増収及び施設整備等の影響により、法人市民

税及び固定資産税が増加するなど、前年度に比べ 千円増加している。また、

依存財源の柱である地方交付税 千円については、前年度と比べ

千円減少しており、特別交付税は 千円増加したものの、普通交付税は基準財
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政収入額の増加により   千円減少している。

歳出総額は、前年度に比べ   千円（△ ％）減少しており、減少した主な

ものは、民生費   千円（△ ％）、教育費  千円（△ ％）、衛生費

 千円（△ ％）などで、増加した主なものは、農林水産業費  千

円（ ％）、商工費  千円（ ％）、土木費  千円（ ％）など

である。

減少の主な理由は、民生費の子育て世帯等臨時特別支援事業、教育費の国見台体

育施設改修事業などの減少によるもので、増加の主な理由は、農林水産業費の木材

加工流通施設等整備支援事業や園芸農業機械・施設等整備支援事業、商工費の第３

次緊急経済対策クーポン券発行事業やプレミアム付商品券発行事業などの増加によ

るものである。

なお、目的別経費の支出状況は、民生費が最も多く  千円で全体の  ％、

次に総務費が   千円で全体の  ％を占めており、衛生費  ％、教育費

％、農林水産業費 ％、公債費  ％、諸支出金  ％等となっている。

また、性質別経費の支出状況は、義務的経費は  千円で全体の  ％を

占め、前年度に比べ   千円（△ ％）減少、投資的経費は   千円で

全体の  ％を占め、前年度に比べ   千円（△ ％）減少、その他の経費

は  千円で全体の ％を占め、前年度に比べ   千円（ ％）増

加している。

特別会計（３会計）の歳入総額は   千円（前年度   千円）、歳

出総額は   千円（前年度   千円）で、前年度と比較すると、歳

入で   千円（ ％）の増加、歳出で   千円（ ％）の増加となってお

り、歳入歳出差引額（形式収支額）及び実質収支額は  千円（前年度 

千円）の黒字となっている。

当年度の決算収支については、市税の法人市民税・固定資産税やふるさと応援基

金寄付金が増加するとともに、前年に引き続き経常的な歳出が減少したことにより

黒字となっているが、今後、人口減少をはじめとする少子高齢化による社会保障関

連経費や公共施設の老朽化対策費の増加が見込まれるなか、本市の行財政運営は大

変厳しい状況となることが懸念される。

このような状況下、歳入にあっては、国や県などの依存財源の確保と税・料金等

の自主財源の確保、収納向上対策等による収入未済額の更なる縮減に加えて、新た

な財源の模索にも努める一方、歳出にあっては、今後も各施策や事業の緊急性、有

効性等を見極めたうえで、限られた財源の効率的・効果的な経費支出を図ることに

より、「最少の経費で最大の効果を上げる」ことが今まで以上に求められる。

最後に、本年度は、国内外のウィズコロナまたはアフターコロナとしたコロナ禍

の対応に加え、ロシアのウクライナ侵攻に端を発した原材料やエネルギーの高騰、

円安の急激な進行等による物価上昇など予測困難な動向の状況変化は、本市の市民

生活や経済にも大きな影響を及ぼした。
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政収入額の増加により   千円減少している。

歳出総額は、前年度に比べ   千円（△ ％）減少しており、減少した主な

ものは、民生費   千円（△ ％）、教育費  千円（△ ％）、衛生費

 千円（△ ％）などで、増加した主なものは、農林水産業費  千

円（ ％）、商工費  千円（ ％）、土木費  千円（ ％）など

である。

減少の主な理由は、民生費の子育て世帯等臨時特別支援事業、教育費の国見台体

育施設改修事業などの減少によるもので、増加の主な理由は、農林水産業費の木材

加工流通施設等整備支援事業や園芸農業機械・施設等整備支援事業、商工費の第３

次緊急経済対策クーポン券発行事業やプレミアム付商品券発行事業などの増加によ

るものである。

なお、目的別経費の支出状況は、民生費が最も多く  千円で全体の  ％、

次に総務費が   千円で全体の  ％を占めており、衛生費  ％、教育費

％、農林水産業費 ％、公債費  ％、諸支出金  ％等となっている。

また、性質別経費の支出状況は、義務的経費は  千円で全体の  ％を

占め、前年度に比べ   千円（△ ％）減少、投資的経費は   千円で

全体の  ％を占め、前年度に比べ   千円（△ ％）減少、その他の経費

は  千円で全体の ％を占め、前年度に比べ   千円（ ％）増

加している。

特別会計（３会計）の歳入総額は   千円（前年度   千円）、歳

出総額は   千円（前年度   千円）で、前年度と比較すると、歳

入で   千円（ ％）の増加、歳出で   千円（ ％）の増加となってお

り、歳入歳出差引額（形式収支額）及び実質収支額は  千円（前年度 

千円）の黒字となっている。

当年度の決算収支については、市税の法人市民税・固定資産税やふるさと応援基

金寄付金が増加するとともに、前年に引き続き経常的な歳出が減少したことにより

黒字となっているが、今後、人口減少をはじめとする少子高齢化による社会保障関

連経費や公共施設の老朽化対策費の増加が見込まれるなか、本市の行財政運営は大

変厳しい状況となることが懸念される。

このような状況下、歳入にあっては、国や県などの依存財源の確保と税・料金等

の自主財源の確保、収納向上対策等による収入未済額の更なる縮減に加えて、新た

な財源の模索にも努める一方、歳出にあっては、今後も各施策や事業の緊急性、有

効性等を見極めたうえで、限られた財源の効率的・効果的な経費支出を図ることに

より、「最少の経費で最大の効果を上げる」ことが今まで以上に求められる。

最後に、本年度は、国内外のウィズコロナまたはアフターコロナとしたコロナ禍

の対応に加え、ロシアのウクライナ侵攻に端を発した原材料やエネルギーの高騰、

円安の急激な進行等による物価上昇など予測困難な動向の状況変化は、本市の市民

生活や経済にも大きな影響を及ぼした。

 

今後においても、国内外の社会情勢をはじめ、大きな時代の流れを見誤ることな

く的確に捉え、組織の現状分析・改善を持続的に展開しながら、市民福祉の充実と

向上のため、令和５年３月に策定された総合計画後期基本計画（令和５年度～令和

８年度）に基づき、第６次伊万里市総合計画の将来都市像である「人がいきいきと

活躍する 幸せ実感のまち 伊万里」の実現に向け精励されることを要望し意見と

する。
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第第７７ 基基金金のの運運用用状状況況

１ 審査の概要

地方自治法第 条第５項の規定により審査に付された決算の審査にあたって

は、市長から送付された定額の資金を運用する基金、伊万里市福祉資金貸付基金、

伊万里市国民健康保険高額療養費支払資金貸付基金、伊万里市高齢者等肉牛飼育

モデル事業基金、伊万里市介護保険高額介護サービス費等支払資金貸付基金及び

伊万里牛素牛生産拡大事業基金の運用状況報告書について、運用に関する計数は

正確であるか、基金の設置目的に沿って適正かつ効率的に運用されているかを主

眼として、関係諸帳簿及び証ひょう書類を調査照合するとともに、関係職員の聴

取等を行った。

２ 審査の結果と意見

令和４年度の各基金の運用に関する計数は、諸帳簿及び指定金融機関の計数と

符合しており正確なものと認めた。また、各基金は設置の目的に沿い適正に運用

されていると認めた。

今後とも、基金の設置の目的に沿って、適正かつ効率的な運用に努められたい。

３ 運用の状況

各基金の運用状況は、次のとおりである。

伊伊万万里里市市福福祉祉資資金金貸貸付付基基金金

本基金は、低所得者世帯等の生活の安定を図るため設置されたもので、その運

用状況は次のとおりである。

　　　　　　　(単位：円)

区 分

現 金

未 償 還 金 △ 1,735,126

合 計

令和３年度末基金現在高 令和４年度中の運用状況 令和４年度末基金現在高

現金の収入は、前年度繰越金 円、償還金 円及び一般会計

繰出金 円で、収入合計は 円である。

支出は、貸付金 円で収入支出差引残高は 円である。

貸付金は、前年度末分 円及び当該年度分 円で、 円

の債権放棄がなされたため、貸付額合計 円である。
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伊伊万万里里市市高高齢齢者者等等肉肉牛牛飼飼育育モモデデルル事事業業基基金金

本基金は、高齢者等による肉牛の飼育を推進し、肉用資源の確保を図るととも

に、高齢者等の福祉の増進に資するため設置されたものであり、その運用状況は

次のとおりである。

　　　　　　　(単位：円)

区 分

現 金

物 品 △ 183,490

合 計

令和３年度末基金現在高 令和４年度中の運用状況 令和４年度末基金現在高

現金の収入は、前年度繰越金 円及び物品払出回収金 円で、

収入合計は 円である。

支出は、物品購入代金 円で、収入支出差引残高は 円である。

物品の受入は、前年度繰越物品 円（５頭）及び購入物品 円

（１頭）の合計 円（６頭）である。

払出物品は 円（譲渡１頭）で、受入払出差引残高は 円（５

頭）である。

従って、現金残高 円と物品残高 円の合計 円

が翌年度運用基金として繰越されている。

伊伊万万里里市市介介護護保保険険高高額額介介護護ササーービビスス費費等等支支払払資資金金貸貸付付基基金金

本基金は、高額介護サービス費等の支給を受けることが見込まれる被保険者に

対し、当該高額介護サービス費等の支給に係る介護サービスに要する費用を支払

うための資金を貸付けるため設置されたもので、その運用状況は次のとおりであ

る。

　　　　　　　（単位：円）

区 分

現 金

未 償 還 金 △ 1,912,431

合 計

令和３年度末基金現在高 令和４年度中の運用状況 令和４年度末基金現在高

現金の収入は、前年度繰越金 円及び償還金 円で、収入合計

は 円である。

支出は、貸付金 円（ 件（内住宅改修 件、福祉用具 件））で、

収入支出差引残高は 円である。

貸付金は、前年度末分 円、当該年度分 円の合計

円である。

回収額は、前年度以前分 円及び当該年度分 円の合計

 

回 収 額 は 、 前 年 度 以 前 分 円 及 び 当 該 年 度 分 円 の 合 計

円であり、未償還金は 円である。

従って、現金残高 円と未償還金 円の合計 円が

翌年度運用基金として繰越されている。

未償還金 円（ 件）のうち、償還期限が過ぎた分は 円（

件）で、前年度と比較して件数は 件減少し、金額は 円減少している。

償還期限が過ぎた未償還金 円（ 件）の内訳は、令和３年度以前分

が 円（ 件）、令和４年度中に新たに償還期限が過ぎた分が 円

（２件）である。

当年度においては、回収が見込めない債権について債権放棄の処置がなされ、

未償還金回収についても懸命の努力がなされている。今後も債務者はもちろん連

帯保証人に対しても貸付金の返還について理解を求め、償還金の納入を促すなど、

未償還金の回収に努力されるよう要望する。

伊伊万万里里市市国国民民健健康康保保険険高高額額療療養養費費支支払払資資金金貸貸付付基基金金

本基金は、高額療養費の支給を受けることが見込まれる被保険者の属する世帯

の世帯主に対し、当該高額療養費の支給に係る療養に要する費用を支払うための

資金を貸付けるため設置されたもので、その運用状況は次のとおりである。

　　　　　　　(単位：円)

区 分

現 金

未 償 還 金

合 計

令和３年度末基金現在高 令和４年度中の運用状況 令和４年度末基金現在高

現金の収入は、前年度繰越金 円及び償還金 円で、収入合計

は 円である。

支出は、貸付金 円で、収入支出差引残高は 円である。

貸付金は、前年度末分 円、当該年度分 円で全額回収されており、

未償還金は 円である。

従って、現金残高 円が翌年度運用基金として繰越されている。
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伊伊万万里里市市高高齢齢者者等等肉肉牛牛飼飼育育モモデデルル事事業業基基金金

本基金は、高齢者等による肉牛の飼育を推進し、肉用資源の確保を図るととも

に、高齢者等の福祉の増進に資するため設置されたものであり、その運用状況は

次のとおりである。

　　　　　　　(単位：円)

区 分

現 金

物 品 △ 183,490

合 計

令和３年度末基金現在高 令和４年度中の運用状況 令和４年度末基金現在高

現金の収入は、前年度繰越金 円及び物品払出回収金 円で、

収入合計は 円である。

支出は、物品購入代金 円で、収入支出差引残高は 円である。

物品の受入は、前年度繰越物品 円（５頭）及び購入物品 円

（１頭）の合計 円（６頭）である。

払出物品は 円（譲渡１頭）で、受入払出差引残高は 円（５

頭）である。

従って、現金残高 円と物品残高 円の合計 円

が翌年度運用基金として繰越されている。

伊伊万万里里市市介介護護保保険険高高額額介介護護ササーービビスス費費等等支支払払資資金金貸貸付付基基金金

本基金は、高額介護サービス費等の支給を受けることが見込まれる被保険者に

対し、当該高額介護サービス費等の支給に係る介護サービスに要する費用を支払

うための資金を貸付けるため設置されたもので、その運用状況は次のとおりであ

る。

　　　　　　　（単位：円）

区 分

現 金

未 償 還 金 △ 1,912,431

合 計

令和３年度末基金現在高 令和４年度中の運用状況 令和４年度末基金現在高

現金の収入は、前年度繰越金 円及び償還金 円で、収入合計

は 円である。

支出は、貸付金 円（ 件（内住宅改修 件、福祉用具 件））で、

収入支出差引残高は 円である。

貸付金は、前年度末分 円、当該年度分 円の合計

円である。

回収額は、前年度以前分 円及び当該年度分 円の合計
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円であり、未償還金は 円である。

従って、現金残高 円と未償還金 円の合計 円が翌年

度運用基金として繰越されている。

伊伊万万里里牛牛素素牛牛生生産産拡拡大大事事業業基基金金

本基金は、市内の畜産振興農業者に対し、肉用繁殖雌牛を貸し付けることによ

り、肥育素牛の自給率の向上を図るとともに、当該農業者の経営の安定を図るた

め設置されたもので、運用状況は次のとおりである。

　　　　　　　（単位：円）

区 分

現 金

物 品 △ 1,176,827

合 計

令和３年度末基金現在高 令和４年度中の運用状況 令和４年度末基金現在高

現金の収入は、前年度繰越金 円及び物品払出回収金 円で、

収入合計は 円である。

支出は、物品購入代金 円で、収入支出差引残高は 円であ

る。

物品の受入は、前年度繰越物品 円（ 頭）及び購入物品

円（３頭）で、受入合計は 円（ 頭）である。

払出物品は 円（譲渡５頭）で、受入払出差引残高は 円（９

頭）である。

従って、現金残高 円と物品残高 円の合計 円

が翌年度運用基金として繰越されている。



 
 
 
 
 
 
 
 
 

決決 算算 審審 査査 資資 料料  
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附表１ 各会計収入未済額明細表 

内　　　　　　　　訳

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税 △ 177,795

固 定 資 産 税 △ 1,665,908

軽自動車税（種別割） △ 273,885

小　　　計

児 童 福 祉 費 負 担 金 △ 2,440,495

小　　　計 △ 2,440,495

児 童 福 祉 使 用 料

道路橋りょう使用料 △ 2,630,163

河 川 使 用 料

住 宅 使 用 料

幼 稚 園 使 用 料 △ 15,600

小　　　計

公共土木施設災害復旧費負担金 △ 17,450,483

総 務 管 理 費 補 助 金 △ 37,000,000

戸籍住民基本台帳費補助金 △ 1,232,000

社 会 福 祉 費 補 助 金 △ 78,000,000

児 童 福 祉 費 補 助 金 △ 8,080,000

道路橋りょう費補助金

保 健 体 育 費 補 助 金 △ 73,530,000

小　　　計 △ 206,018,483

社 会 福 祉 費 補 助 金

農 業 費 補 助 金 △ 409,974,000

林 業 費 補 助 金 △ 300,657,350

水 産 業 費 補 助 金 △ 1,000,000

都 市 計 画 費 補 助 金 △ 2,000,000

公共土木施設災害復旧費補助金 △ 860,200

農林水産施設災害復旧費補助金 △ 69,789,078

小　　　計 △ 728,027,628

貸 付 金 元 利 収 入 △ 9,473,825

市民病院事業清算収入 △ 3,495,751

雑 入

小　　　計

農 業 債

道 路 橋 り ょ う 債

河 川 債 △ 175,900,000

小 学 校 費

保 健 体 育 債 △ 80,800,000

公共土木施設災害復旧債 △ 26,800,000

農林施設災害復旧債 △ 700,000

衛 生 費

小　　　計 △ 231,100,000

△ 1,162,910,461

（Ａ）－（Ｂ）現年度分

諸
収
入

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

市
　
税

市

債

（単位：円）

金　額（Ｂ）繰　越　分

令 和 ４ 年 度

計（Ａ）

収　　　　入　　　　未　　　　済　　　　額

令 和 ３ 年 度 増　減　額

一　般　会　計　合　計

一
　
　
　
　
　
　
　
般
　
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
　
計

使

用

料

及

び

手

数

料

会
計
別

分

担

金

及

び

負

担

金

県

支

出

金

款

 
 



－ 59－－ 58－

 

附表１ 各会計収入未済額明細表 

内　　　　　　　　訳

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税 △ 177,795

固 定 資 産 税 △ 1,665,908

軽自動車税（種別割） △ 273,885

小　　　計

児 童 福 祉 費 負 担 金 △ 2,440,495

小　　　計 △ 2,440,495

児 童 福 祉 使 用 料

道路橋りょう使用料 △ 2,630,163

河 川 使 用 料

住 宅 使 用 料

幼 稚 園 使 用 料 △ 15,600

小　　　計

公共土木施設災害復旧費負担金 △ 17,450,483

総 務 管 理 費 補 助 金 △ 37,000,000

戸籍住民基本台帳費補助金 △ 1,232,000

社 会 福 祉 費 補 助 金 △ 78,000,000

児 童 福 祉 費 補 助 金 △ 8,080,000

道路橋りょう費補助金

保 健 体 育 費 補 助 金 △ 73,530,000

小　　　計 △ 206,018,483

社 会 福 祉 費 補 助 金

農 業 費 補 助 金 △ 409,974,000

林 業 費 補 助 金 △ 300,657,350

水 産 業 費 補 助 金 △ 1,000,000

都 市 計 画 費 補 助 金 △ 2,000,000

公共土木施設災害復旧費補助金 △ 860,200

農林水産施設災害復旧費補助金 △ 69,789,078

小　　　計 △ 728,027,628

貸 付 金 元 利 収 入 △ 9,473,825

市民病院事業清算収入 △ 3,495,751

雑 入

小　　　計

農 業 債

道 路 橋 り ょ う 債

河 川 債 △ 175,900,000

小 学 校 費

保 健 体 育 債 △ 80,800,000

公共土木施設災害復旧債 △ 26,800,000

農林施設災害復旧債 △ 700,000

衛 生 費

小　　　計 △ 231,100,000

△ 1,162,910,461

（Ａ）－（Ｂ）現年度分

諸
収
入

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

市
　
税

市

債

（単位：円）

金　額（Ｂ）繰　越　分

令 和 ４ 年 度

計（Ａ）

収　　　　入　　　　未　　　　済　　　　額

令 和 ３ 年 度 増　減　額

一　般　会　計　合　計

一
　
　
　
　
　
　
　
般
　
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
　
計

使

用

料

及

び

手

数

料

会
計
別

分

担

金

及

び

負

担

金

県

支

出

金

款

 
 

 

内　　　　　　　　訳

一 般 被 保 険 者
国 民 健 康 保 険 税

退 職 被 保 険 者 等
国 民 健 康 保 険 税

△ 259

      小       計

一 般 被 保 険 者
第 三 者 納 付 金

△ 132,203

退 職 被 保 険 者 等
第 三 者 納 付 金

△ 35,747

一般被保険者返納金 △ 272,314

退 職 被 保 険 者 等
返 納 金

      小       計 △ 440,264

介

護

保

険

料

第 号 被 保 険 者
保 険 料

後

期

高

齢

者

医

療

保

険

料

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

△ 20,122

△ 20,122

△ 1,161,661,152

　

     

   　  

款

介
護
保
険

計

特

別

会

計

諸

収

入

国
民
健
康
保
険
税

合　計（一般会計＋特別会計）

国

民

健

康

保

険

令 和 ３ 年 度

金　額（Ｂ）計（Ａ）

計

特　別　会　計　合　計

後
期
高
齢
者
医
療

会
計
別

計

（単位：円）

令 和 ４ 年 度 増　減　額
（Ａ）－（Ｂ）現年度分 繰　越　分

収　　　　入　　　　未　　　　済　　　　額
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附表２ 各会計不納欠損額明細表 

増　減　額

（Ａ）－（Ｂ）

個 人 市 民 税 △ 4,813,353

法 人 市 民 税 △ 203,200

固 定 資 産 税

軽自動車税（種別割） △ 315,149

小 計 △ 3,614,730

児 童 福 祉 費 負 担 金 △ 832,153

小          計 △ 832,153

道 路 橋 り ょ う 使 用 料

河 川 使 用 料

小 計

同和地区中小企業振興資金
貸 付 金 元 利 収 入

△ 26,975,146

市 民 病 院 事 業 清 算 収 入

雑 入

小 計 △ 14,852,696

△ 19,289,202

一 般 被 保 険 者 △ 17,702,578

退 職 被 保 険 者 等 △ 96,900

小           計 △ 17,799,478

一 般 被 保 険 者 返 納 金

退 職 被 保 険 者 返 納 金 △ 22,631

小           計

△ 17,603,709

介 護 保 険 料 第 号 被 保険 者保 険料

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

普 通 徴 収 保 険 料 △ 84,523

△ 84,523

△ 17,639,201

△ 36,928,403

（Ａ）

不 納 欠 損 額

令 和 ４ 年 度

諸 収 入

使 用 料 及 び
手 数 料

令 和 ３ 年 度

国民健康保険税

合 計

市 税

内　　　　　　　　訳

分 担 金 及 び
負 担 金

一

般

会

計

一 般 会 計 合 計

(単位：円）

会
計
別

款

特

別

会

計

特 別 会 計 合 計

（Ｂ）

介
護
保
険 計

諸 収 入

計

後

期

高

齢

者

医

療
計

国
民
健
康
保
険
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附表２ 各会計不納欠損額明細表 

増　減　額

（Ａ）－（Ｂ）

個 人 市 民 税 △ 4,813,353

法 人 市 民 税 △ 203,200

固 定 資 産 税

軽自動車税（種別割） △ 315,149

小 計 △ 3,614,730

児 童 福 祉 費 負 担 金 △ 832,153

小          計 △ 832,153

道 路 橋 り ょ う 使 用 料

河 川 使 用 料

小 計

同和地区中小企業振興資金
貸 付 金 元 利 収 入

△ 26,975,146

市 民 病 院 事 業 清 算 収 入

雑 入

小 計 △ 14,852,696

△ 19,289,202

一 般 被 保 険 者 △ 17,702,578

退 職 被 保 険 者 等 △ 96,900

小           計 △ 17,799,478

一 般 被 保 険 者 返 納 金

退 職 被 保 険 者 返 納 金 △ 22,631

小           計

△ 17,603,709

介 護 保 険 料 第 号 被 保険 者保 険料

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

普 通 徴 収 保 険 料 △ 84,523

△ 84,523

△ 17,639,201

△ 36,928,403

（Ａ）

不 納 欠 損 額

令 和 ４ 年 度

諸 収 入

使 用 料 及 び
手 数 料

令 和 ３ 年 度

国民健康保険税

合 計

市 税

内　　　　　　　　訳

分 担 金 及 び
負 担 金

一

般

会

計

一 般 会 計 合 計

(単位：円）

会
計
別

款

特

別

会

計

特 別 会 計 合 計

（Ｂ）

介
護
保
険 計

諸 収 入

計

後

期

高

齢

者

医

療
計

国
民
健
康
保
険

 

 

附表３ 市税収入状況 

現 年 度 課 税 分

滞 納 繰 越 分

計

現 年 度 課 税 分

滞 納 繰 越 分

計

現 年 度 課 税 分

滞 納 繰 越 分

計

現 年 度 課 税 分

現 年 度 課 税 分

現 年 度 課 税 分

滞 納 繰 越 分

計

　(単位：円）

種　　別
予　算　現　額

　　　　区　　分
調　　定　　額 収　入　済　額

固 定 資 産 税

市 民 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

合 計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 62－

 

附表４ 
１ 市債の現況 

　　区　分

借入先

　 　 　

　 　 　

　　(単位：円）

会計別

国 土 交 通 省

財 務 省

一

般

会

計

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高

佐 賀 県

令 和 ４ 年 度
元 金 償 還 額

佐 賀 県

地方公共団体金融機構

か ん ぽ 生 命

ゆ う ち ょ 銀 行

伊 万 里 市 農 協

佐 賀 西 信 用 組 合

※一般会計の令和４年度借入額には、前年度からの繰越額328,800千円を含む。

合 計

特
別
会
計

国

民

健

康

保

険

令 和 ４ 年 度
借 入 額

十 八 親 和 銀 行

佐賀県市町村振興協会

全国市有物件災害共済会

計

計
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附表４ 
１ 市債の現況 

　　区　分

借入先

　 　 　

　 　 　

　　(単位：円）

会計別

国 土 交 通 省

財 務 省

一

般

会

計

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高

佐 賀 県

令 和 ４ 年 度
元 金 償 還 額

佐 賀 県

地方公共団体金融機構

か ん ぽ 生 命

ゆ う ち ょ 銀 行

伊 万 里 市 農 協

佐 賀 西 信 用 組 合

※一般会計の令和４年度借入額には、前年度からの繰越額328,800千円を含む。

合 計

特
別
会
計

国

民

健

康

保

険

令 和 ４ 年 度
借 入 額

十 八 親 和 銀 行

佐賀県市町村振興協会

全国市有物件災害共済会

計

計

 

 

２ 市債の目的別現在高（一般会計） 

　　　　　　　　　（単位:円、％）

　利子（Ｄ）　元金（Ｃ）

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高

(Ａ)+(Ｂ)-(Ｃ)（Ｂ）目的別 計(Ｃ)+(Ｄ)

現 在 高
構 成
比 率

令 和 ３ 度 末
現 在 高

令 和 ４ 年 度
借 入 額

令 和 ４ 年 度 償 還 額　区分

（Ａ）

※令和４年度借入額には、前年度からの繰越額328,800千円を含む。

計

消 防

普 通 債

総 務

民 生

衛 生

農 林 水 産

商 工

土 木

公 営 住 宅

教 育

そ の 他

同 和 地 区
中 小 企 業
振 興 資 金
貸 付 金

災害復旧債

土 木

農 林 水 産

教 育

衛 生
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附表５ 繰越計算書 
 

１ 一般会計継続費繰越計算書 
(単位：円）

衛 生 費 清 掃 費
環境センター適正
管理事業

Ａ Ｂ

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源款 項 事業名
翌年度逓次
繰　越　額 繰 越 金

国 県 支 出 金 地 方 債

合　　　計

そ の 他

 
２ 一般会計繰越明許費繰越計算書 

社会福祉費
地域医療介護総合
確保事業

児童福祉費
東陵中校区小中一
貫校等整備事業

農地利用効率化等
支援事業

農業用用排水路施
設等整備事業

ため池整備促進事
業

特定鉱害復旧事業

森林経営管理事業

木材加工流通施設
等整備支援事業

水 産 業 費
波多津漁港管理事
業

道路管理事業（単
独）

道路管理事業（社
会資本整備総合交
付金）

市道改良事業（道
整備交付金）

市道改良事業（社
会資本整備総合交
付金）

交通安全施設整備
事業（補助）

橋りょう管理事業
（単独）

橋りょう管理事業
（補助）

農林水産
業 費

林 業 費

民 生 費

農 業 費

款 項

(単位：円）

翌 年 度
繰 越 額

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

既 収 入
特定財源

事 業 名

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源

土 木 費
道 路
橋りょう費
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附表５ 繰越計算書 
 

１ 一般会計継続費繰越計算書 
(単位：円）

衛 生 費 清 掃 費
環境センター適正
管理事業

Ａ Ｂ

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源款 項 事業名
翌年度逓次
繰　越　額 繰 越 金

国 県 支 出 金 地 方 債

合　　　計

そ の 他

 
２ 一般会計繰越明許費繰越計算書 

社会福祉費
地域医療介護総合
確保事業

児童福祉費
東陵中校区小中一
貫校等整備事業

農地利用効率化等
支援事業

農業用用排水路施
設等整備事業

ため池整備促進事
業

特定鉱害復旧事業

森林経営管理事業

木材加工流通施設
等整備支援事業

水 産 業 費
波多津漁港管理事
業

道路管理事業（単
独）

道路管理事業（社
会資本整備総合交
付金）

市道改良事業（道
整備交付金）

市道改良事業（社
会資本整備総合交
付金）

交通安全施設整備
事業（補助）

橋りょう管理事業
（単独）

橋りょう管理事業
（補助）

農林水産
業 費

林 業 費

民 生 費

農 業 費

款 項

(単位：円）

翌 年 度
繰 越 額

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

既 収 入
特定財源

事 業 名

左 の 財 源 内 訳

未 収 入 特 定 財 源

土 木 費
道 路
橋りょう費

河川管理事業

河川樋門等管理事
業

都市計画費 都市計画総務事業

教 育 費 小 学 校 費
東陵中校区小中一
貫校等整備事業

農業用施設災害復旧
事業（補助、現年）

農地災害復旧事業
（補助、現年）

土木施設災害復旧事
業（単独、現年）

土木施設災害復旧事
業（補助、現年）

Ｃ Ｄ Ｅ

合 計

款 項

公 共 土 木
施 設
災害復旧費

災 害
復 旧 費

国 県 支 出 金 地 方 債

既 収 入
特定財源

未 収 入 特 定 財 源

そ の 他

事 業 名
翌 年 度
繰 越 額

農 林 水 産
施 設
災害復旧費

左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源

河 川 費

土 木 費

(単位：円）

３ 一般会計事故繰越し繰越計算書 

災 害
復 旧 費

農 林 水 産
施 設 災 害
復 旧 費

農業用施設災害復
旧事業（補助、現
年）

Ｆ Ｇ Ｈ

(単位：円）

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

合 計

款 項 事 業 名
翌 年 度
繰 越 額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特定財源

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

※一般会計の翌年度繰越額は、 円（Ａ＋Ｃ＋Ｆ）、翌年度へ繰り越すべき財源は

円（Ｂ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｇ＋Ｈ）である。 
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